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企業集問と 業組織 (2)

小林ま子宏

5. 企撰集由の規撲と構成
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が大きくなればなるほど効果的であるという

の最適競棋が存在するか，としづ基本的な

住友という 3

自，あるいはこれに宮土グル…ァ，三三和グループ，第一勧銀グループを加え

た6大食業集団に，売上高，資産，雇用等の多くの割合が集中してし、る。 L

かし，企業集箆の実態なさらに詳翻にみると 3 の場合には.上

部のメンノミーによって社長会が形成され，そのメンパーの下に系列の企業が

るとL、う議層的構造になっている。したがって築陪上部メンバ…だけ

で一つのグループとみるなら，その!/;レーブの規模には限界があると考えら

れる。さらに考えられること誌，築関形成の効果を発搬するには，構成メン

パーの最適規模だけでなく，業、緩J.iIJの段違な構成がありうるということであ

る。こうした問題点を分析するに際して， i:ず，わがE惑における企業集団の

上部メンバ…会社の実離(メンバー数，業機野Ij構成〉を検討しよう。

(1) 集団メンパ…の構成とその変遷

5-1表は，昭和35年と45年における各企業事長患の社長会企業者どまぶしてい

， 35年芝生時，五段会と称して14社から成り，各社の常務

以上で構成されている月曜余は，五日会に12約二せと加えた26:社で構成されてい

るO 三菱系社長会は金曜会と称し，当時21社からlえり立vっていた。これに東

京海上，明治生命，キリン安潜，日本郵船を加えた社長懇談会もある。また

住友系社食会は出水会と称してお社から成っている。 45年についてみると.
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各企業集団の社長会企業(昭和35・45年〉5 ---1表

住友系社長会メンパー三菱系社長会メ γパー

昭和45年

〔白水会) 15社 I (白水会) 16社
住友銀行|住友銀行

住友信託銀行|住友信託銀行

住友生命|住友生命

住友海上火災|住友海土火災

住友金属工業|住友金属工業

住友石炭l住友石炭
住友金属鉱山|住友金属鉱山

住友電工|住友電工

日本電気|日木電気

住友化学|住友化学

日本板硝子|日本板硝子

住友機械|住友重機械

住友商事(住友商事

住友倉庫|住友倉庫

住友不動産|住友不動産

住友セメント

昭和35年昭和45年
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〔出所〕
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芙蓉系社長会メンパー三井系社長会メンバー
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と改め， 17社で構成されているが， これに苦手社の常

務以上で構成される足額会がある。合計おお:である。竺三菱系金繰会はお社と

なり，住友系自7民会は16社，芙務グIv…ブは29社からなっている。

メンパーの構成の変イじをみると，三井グノレーヅでは，三井化学，玉三井合J北

東洋高正が合併して三弁東圧化学となったほか，三井石油化学が35年当時，

五日会には加盟していなかったのが，話イドにはご二木会の有力メシパ…となっ

ている。三三婆系金曜会は，同系内部で，三笈湯船，新三菱葉工，三三菱日本重

工の 3社が合併， なった他，三菱海運と日本郵船が合併してし、

る。その他45年には，岡本光学，三菱樹脂，三菱江戸)11{乙学が加わってし、る。

住友は，住友磯誠が浦河ドックと令併して住友議機械工業となった他，

に住友セメントが白水会のメンバーに加わっている。このように，合併によ

って内部構成が変化していること，メンバーが減少した分だけ新たに昇格じ

て社長会に加わったものがあることが特識として指告発される O

5 2表は，最近の昭事U48年， 49王手における企業譲認のメンバ…構成を示

している。三井グノレ…プのこ木会は49年現在加入企業23社， 48年には東芝が

メンパーに加わっていること，さらに49年には， ト双タ自動車が加わってい

ることが設目される C すなわち，さ笠井グ、/レ…プは，金融保険が4社，商社，

不動産，倉庫が3祉で，これに対して戴化学工業が弱体であったといわれ，

主力企業は三井石油化学，日本製綿所などであったがラこれに東芝， トヨタ

が加わったといえる。 クソレ…ブ金日霊会は，全体で27社，金融機器は同様

に4社であるが，メ…カーι王))渡来か多し、。

菱稽機，日本光学，三菱化成，旭硝子，麟麟交潜等，重先学工業を中心とし

た基幹綾業部門に含まれるものがメンパーを構法している。住友グループは，

16社中，金融機関4社，衛事，不動建設，倉爆が3社，金縞，拡111，鉄鋼ヲ

気議械と各産業にまたがっている。これに英馨グループを加えた大企業集団

は銀行，総合商社をや駄にしているのに対し，他は，主力総合海社を含んで

いないか，あるいは含んでいても他のグループにも玄たがっている o 4大企

業築関の中でも グ/レー メンバー会社が多L、。メンバーが多いとい

吋
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5-2表各企業集団の社長会企業(昭和48・49年〉

三井系(二木会〉

昭和 48年 | 昭和 49年
(22{土〕 (23社〉

一井 銀 行 井 銀 行

三井信託銀行 三井信託銀行

井 生 メロm- 井 生 メロ合ロ、

大正海上火災 大正海上火災

一 井 物 産 三井 物 産

井造 船 三井 造 船

井鉱 l幻 三井 鉱 111 
三井金属鉱業 三井金属鉱業

三井東圧化学 三井東圧化学

一 井倉 庫 一 チ干
倉 庫

三井不動産 三井不動産

大阪商船三井船舶 大阪商船三ご片ニ船舶

北海道炭破汽船 北海道炭磁汽船

東 レ 東 レ

日本製鋼所 日本製鋼所

機工 業 機 立: 業

三井石油化学 三井石油化学

日 本 製 粉 日 オ= 製 粉

三井 建 設 一 井 建 設

東京芝浦電気 東京芝浦電気

越 越

王 子 製 紙 王 子 製 紙

トヨタ自動車工業

注:⑤印は二つのグループに属している企業

※印は未上場会社である

三菱系(金曜会〕

昭和48年 | 昭和49年
(26社〕 (2 7社〕
菱 室長 rr 菱銀 行

三菱信託銀行 三菱信託銀行

明 治 生 メμ合p、 明 治 生 命

東京海上火災 東京海上火災

菱 鉱 業 三菱鉱業セメント

一 菱石 油 菱 石 油

三菱金属鉱業 三菱金属鉱業

一
菱 製 鋼 菱 製 鋼

三菱重工業 三菱重工業

三菱化工機 三菱化工機

日 オ= 光 A寸主4二ー 日 イ¥ 光 戸てゐ「ゐ

一
菱 電 機 菱 電 機

菱 化 成 一 菱 化 成

三菱瓦斯化学 三菱瓦斯化学

菱 樹脂 菱 樹 目旨

1l旦 合首 子 1也 硝 子

目謀 麟 麦 酒 鹿員 麟 麦 酒

三菱レイヨン 三菱レイヨン

菱 製 紙 菱 製 紙

菱 商 事 一 菱 商 事

菱 地 所 一一 菱 地所
日 オミ 郵船 日 本 郵船

一
菱倉 庫 菱 倉 庫

菱 油 化 菱 油 化

三菱セメント 水三菱モンサント

*三菱モンサン卜 *三菱自動車工業

ホ三菱アルミニウム

出所 r企業系列総覧』週刊東洋経済臨時増刊， 1973年版および1974年版，東洋経済
新報社
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(芙蓉会〉系蓉芙(三水会〕系手口

昭和49年
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昭和48年昭和49年

(3 6社(36社〉

三和銀行|三和銀行

東洋信託銀行|東洋信託銀行

宇部興産|宇部興産

大阪セメント|大阪セメント

大林組|大林組

関西ベイント|関西ベイント

京阪神急行電鉄| 京阪神急行電鉄

@神戸製鋼所I@神戸製鋼所
ダイハツ工業| ダイハツ工業

高島屋|高島屋

帝人l帝人
徳山曹達|徳山曹達

東洋ゴム工業|東洋ゴム工業

中山製鋼所l中山製鋼所
。日商岩井I@日商岩井
@日本通運I@日本通運
@目立製作所I@目立製作所
日立造船|目立造船

丸善石油|丸善石川i

山下新日本汽船[ 山下新日本汽船
ユニチカ|ユニチカ

岩崎通信機|岩崎通信機

岩谷産業|岩谷産業

新明和工業|新明和工業

積水化学|積水化学

エヌ・テー・ェヌ・

東洋ベアリング

東洋建設

日綿実業

目立化成

目立金属

目立電線

日本生命
シャーフ

田辺製薬

オリエントリース

藤沢薬品工業

昭和48年

東洋ベアリング

東洋建設

日綿実業

日立化成

目立金属

目立電線

白木生命
シャーフ

田辺製薬

オリエントリース

藤沢薬品工業



企業集団と産業組織 (2) 小林

第一勧銀系

昭和48年 昭和49年

(5 3社〉 (6 1社)

旧第一系

(古河系三水会)
理事会社

第一勧業銀行 第一勧業銀行

朝 日 生 メ日弘ロ 朝 日 生 JnSp 、

日本 i軽金属 日本軽金属

富士電機製造 富士電機製造

富 士 通 '画=土ョ 土 通

古河電気工業 古河電気工業

古 河 鉱 業 古 河 鉱 業

-横 浜 コ。 ム 横 浜 コー ム

日本ゼオン

渋沢倉庫

旭電化工業

(JlI崎系陸会〕

川崎製鉄|川崎製鉄

川崎重工業[川崎重工業

川崎汽船 1 )11 崎汽船

明治乳業1*川崎商事
明治製薬1 旧勧銀系 15会社

明治製糖|第一勧業銀行

伊藤忠商事!本州製紙

@日商岩井|電気化学工業

兼鈴江商|三 共

西武鉄道l新潟鉄工所
。日本通運|兼絵江商

@日本通運

後楽園スタヂアム| 後楽園スタヂアム

石川島播磨重工! 日産火災海上

いすず自動車1*富国生命
新潟鉄工所!資 生 堂

荏原製作所1*西武百貨庖
タ ク マ| 日本勧業角丸証券

@神戸製鋼所! 日本コロムピア

神鋼電機1*電 通

日木ゼオン

渋沢倉庫

旭電化 Z 業

47 (707) 

昭和48年 昭和49年
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48 (708) 経済学研究添加巻第4与す

住友系〈白水会〉

昭和48王手

(1 6刻:)

住友銀行

友信託銀

住友主主命

住友滋上火災

主主友石炭室主

伎友金綴鉱山

住友金属工梁

昭和49年

(1 6社〉

住活正銀行

住友信託銀行

住友生命

伎友海上火災

住友石炭鉱~

住友金渓鉱山

伎友余属工業

昭和48年

住友液

校友議

rI ヰミ

住ぷ化学

問本絞筋子

総称49匁

{依友電気工業

住友重機械

臼家電気

伎友化学

日本絞台湾子

住友セメント

校友商務

住友殺嫁

住友不動産

うことは，それだけ結束JJ iJ~喜弘、といえるであろう。したがって!日対関系の

の

0

3

Y

}
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千

型
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認

は

集

と

J
型

業

プ

A

企

一

集団は，

ついてはB

いて

の頂点、にたっている。こ

プの場合， 18第一系の主要メンパーである

糸はそれ弱体モ統一の意思決定機関をもっグ、ノレ…ブ

な第一勧銀グル… -/0)

，往友グループと グノレ…プ， グノレ

、えば，三井二ラ

り， メンバーf凶々に

して，第一動銀グノレー

を含んで、いるが，古河

り，それがより

、手

れている。おなじように， グノレ…プも，

内部に日立グルーコa'含んでいる。したがって，三和グループと第一鶴銀グ

/レ…プはち型と一部A摺を複数合んだ企業築関である。第一勧銀の中には，

) 11崎系， I日吉持財閥系のような，ミ三井芳三三菱よりは小規模な18財閥系を含み，

問時に，明治グルーブや爵武グループのような企業集臨も含ん、でいる。集部

」ごしては大きいが，逆に結束力は弱し、といえる。たとえば，

はいちおうこのグループに入っているが，民特にご竺井グループの東芝と業務

提携をFしており，務援につながっている。三三和グノレ…プの三三水会は36社と，

月号藤企業は多い。その中で日立は日裂の典準的な企業集団で，こういうグノレ

ーブ ら2 グル…ブを形成したもの り，前記3大財閥にく

らべて結束力は弱いといえよう。 1974年版企業集罰表では，第一勧銀系の主



• 

産業組織 (2) 小林 49 (709) 

要会社について， 1日第一系と18勧銀系合分け，さらに18第一系では古河系と

J 11騎系に分けている。すなわち， 1日川崎糸とi日市河系とし、う小規模財謂は第

一系に属し，勧銀系は， グルーブにおけるような基幹態業を含んでいな

いものの，多くの分野にまたがる でし、る。

話'9すべきことは，二二つのグルーヅに麗ずる企業があることで，目立製作

グループ，玉三和グループの詩方に属し，日商岩井，岡本通運は

和グルーヅと第…勧銀系の両方にまたがっているc英毅グノレーブの場合，中

核となる総合潟社主ど含んでいないとしづ意味で 3大財閥とは異なり，

グノレーブ;土日 いちおうグノレ…ブメンバ…としているが，それは同時

に第一勧銀系にも鼠している。ということは，日 のグノレーヲずにお

ける滋養皮の低さを示Lているのであり， 三井， ，住友の

3大企業集部と{自のグノレ…プとに違いがある。

お裂のほ大企業l干1心のグノレープは，たとえば日立グルーブ， トヨタグノレ

プ，といったものがあるが，日立につレてみると，三和グルーブの中核企業

に含まれており， ト3 タは197M予の企業築団表て、は三子Iニグル…ブにおわって

いるが，それ以前には入っておらず，この意味でもA裂と B~中心との

が出ている。このようにみてくると 3大企業集罰がもっとも集主主としての

結束力が強く，英毅グ、ループがそれに次く、これに対して三三和グノl〆ーヅ，第

一勧銀グループは，ヲにだ雑話集団の性格もfも、ち，おそらく今後，結束力強化

のための集E室内再編成が予;出される。
V 

'- という統一の意思決定機mlのメンバ…数は凝ら

れており，社長会をもっていない三和，第一議銀はグノレ…ブのメンパ…数が

多いということである。もっとも，第一畿銀の場合も，この上部メンパ…の

下にさらに系列下の企業が多数存夜守ることはいうまでもなL、。このような

点を海慮すると，集留が識もその効果会発機しうるような絞適なメンパ…数

が潔諮問とは考えられる。もちろんそれがただちにわが騒の企業集団の繋態に

却していると¥，、うわけで、はないが，築簡を理論的に分析する場合に当然，最，

メンパー数という アーマ りうる。
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!第一勧銀グループ

5-3表

鉱 業 2 (社〉 -Ot) 1 (社〕 一(社) 一(社〉 一(社〉

建 設 業 2 2 4 
食 料 ロ口ロ 3 5 
繊 市住 業 2 2 
ノ、。 ノレ プ・紙 2 
化 学 工 業 2 5 3 7 5 
石油・石炭製品 2 
コe ム 製 ロQ口

ガラス・土石製品 2 2 
鉄 鏑 3 2 
手ド 鉄 金 属 2 2 4 
金 属 製 ロEロ3 

機 械 2 4 
電 気 機 器 3 3 6 
輸送用機器 2 2 3 4 
精 密 機 器

その他製造業 2 
商 業 2 4 6 
その他金融

証 券

不 動 産

陸 運 業 2 2 2 
海 運 業

倉庫・運輸関連業

サー ビス業 2 
銀 行 2 2 2 2 2 
保 険 業 2 2 2 2 3 

=fl日グループ

(1974年〉

芙蓉グノレーフ

企業集団構成メンバーの業種別分類

住友グループ一菱グループコ井グループ系列|柔蚕一一

心



※印は未上場会社
(1974年〕企業集団構成メンバーの業種別分類5--4表

伶
品
川
猟
函

~H」
附
料
請
薄
(
旧
)

今
井

日

一

(

吋

二

)

l第一勧銀グノレーフ。

鉱 業 炭三井碩鉱汽船山， 北海道 住友石炭鉱業

建 設 業 三業井建設，二機工 大成建設 大林組，東洋建設清安藤水建建設設 佐間藤組工業

主E 料 ロ仁ロT 日本製粉 躍具麟麦酒 蔵日清，製粉， a本冷
明明プ治治リ製乳マ糖業ハム森明治永製乳業菓サッポロビー

ノレ

繊 維 業 東レ ニ菱レイヨン 日清紡績，東邦レユーチカ，帝人 旭化成工業
ーヨン

ノレ プ・紙 王子製紙 ニ菱製紙 山陽国策パルプ 本州、|製紙，北越製紙

化学 工業 三三井井東石圧油化化学学

重野菱二モ区援ン党問サ三Y首ト

住友化学工業
昭学和工業電工日呉本羽油化脂

学徳主薬山化品t，工関成達業部て西業~草積津， 水化三電日本共気化ゼ，旭学オ工電ン業化，工資生業堂， 菱油※三化 ， 田藤辺，製沢日

化成 ペイント

石油・石炭製品 一変石油 東亜燃料工業 丸善石油 昭和石油，日本石油

コ- ム 製 ロ口ロ 東洋コーム工業 横浜ゴム
ガラス・土石製品 旭硝子，ニ菱鉱業 日本板硝子，住友 日本セメント 大阪セメント

セメント セメント
鉄 鋼 日本製鋼所 二菱製鋼 住友金属工業 日本鋼管

製神鋼戸所製鋼，所目立，金中属山
川崎製鉄，神戸製鋼
所

ヨド 鉄金属 三井金属鉱業
三※三菱金菱属アノレミニウ 住友友電金気属工鉱業山， 住

目立電線
業電日気本，軽志鉱金村業化属工，古，河古鉱河

ム
金属 製 ロ仁ロ3 横河橋梁製作所
機 械 三菱化工機 住友重機械ーに業 精久保工田鉄工， 日本NTN東洋ベアリ 新井潟関鉄農工機所， タクマ

ング

三和クループ芙蓉グループ住友グループ三菱クVレープ三井グループ五五¥¥ゴク1
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荏原製作所
電気機器 東京芝浦電機 ニ菱電機 日本電気

気製日立作工所製業作，所横河，沖電電機 日立プ製岩作所崎， シャ 富通電士機，神製電 造機 富安士川一 ， 通信機
f乍月，ゼネラ

ノレ. 日本コロムピア

輸送用機器 三自井動造車工船業， トヨタ 二菱菱自重動工車業工業， ※二 日産自動車 目工立造業船， ダイハ
j盟機l闘主車工!夫日11いl輔す重ずツ ，新明和工

業 ，ヤマハ発

精密機器 日本光学工業 キ-7/ン 旭光学工業
その他製造業 農日本林楽工器業製造， 日産

商 業 三井物産，三越 ニ菱商事 住友商事 丸紅
日綿屋， 実岩谷業， 日商宕高

話誇ii高井島 産業，

その他金融 オリエントリース

不動産業 一井不動産 一菱地所 住友不動産 東京建物
陸 運 業 東行武電鉄鉄道， 京浜急運阪急電鉄， 日本通西武鉄道，日本通達

海 運 業 大阪商船三井船舶 日本郵船 昭和海運 山下新日本棚合 川崎汽船

倉庫・運輸関連業 一井倉庫 一菱倉庫 住友倉庫 渋沢倉庫
サービス業 後※楽電通園スタヂアム

銀 行 託三井銀銀行行， 三井信三託銀菱銀行行， ニ菱信住友銀行，住友信富託土銀銀行行， 安田信三託和銀銀行行， 東洋信第一勧業銀行
託銀行

保 険 業 上三井火生災命， 大正海上明火治生災命， 東京海上住火友生災命， 住友海安災海田生土命， 安田火 日本生命 朝命，日生日産命火，災※富海国上生

証 券 日本勧業角丸証券

く



表覧置

出 所:年報『系列の研究J1975年版，経済調査協会 (1975年10月10日発行〕
1. ( )内の数字は年間売上高

2. 会社名に[ Jがついているのは系列関係が流動的なもの
3. 売上高合計欄( )内の数字は会社名に[ Jがついたものの合計で外数

西日種別・業ヂリ系5---5表
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時

今
井

日

ω
(
コω〉
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) 

巾
Uf
 1.水

|極 if1田;45，478) 日本洋国水漁 169，383 
大 331，116 
報水 13，864 

2.鉱

業三北松井恥島鉱炭首( 〈I11 

住友石(炭1鉱業 日鉄国石鉱業油 (( 57，3677〕〉

炭137礁，O5汽75船24〕〉
1，288) 帝 22，28

26， アラビア(96，599) 

鉱7，640) 
石油

3.建設業

清佐水藤時産建砲丁〈((4業設需設416日99 8 1了66)

，262 
，455 

，763) ，908 
安

，316) ，844) 
日

，626) ，田7j
間 ，200 
道(( 226，822〉 金((属165‘992) ，369 
日本路 三晃 工業 ，042 
45，180) 27，191) ，564 

，272) 
，955 
，339 

，587) 

(単位:100万円〉

和| のそ土 i第一勧銀|三友|富菱|住一一一井五言ぞ空|三
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他

3.建設業
若築組鉄建く設 大切電ιく2一話一4工112実同案工43所.228)1 ( 24.640) 
巴 臼木
24.553)1 ( 41.310) 793) 

言語71t聾 136) 

325) 〔協和、(電(1ウ6設500ス
117) 035) 

563) 

070) 
設
( 65.845) 

.4食料品

制; 車 明治製屋4製((結菓製414148 3 J 
江崎グリコ

.950) D 飼.3料47) .671 ) 製( 57.083) 詰同暗i号i『A44n: 協同 日本 明治 日華油 .414: 

.534) 7.587) .040) 18.240) .288) 
エロヘ 東洋 第_I;.ç:!.mu./~ン

雪フリマハム .364; 
製( 52.886) 

崎村製( 15.802) .725) 
三井糖 中屋 明治乳
73.218) 19.385) 175.462) 日兼本同産iハ酉ム 109.052ノ山 パ γ 林合 業精 38.036ノ

( 53栄.368食6〉〕 1工6.業152ノ
ハ ム養 カルピス品

伊品藤 ( 98.04 58.584) 

サ[日会ッド酒冷ポ造〈((11蔵p3 3 6 〕ピ←ル
豊年清洋製食水産油品 77.547: ( 27.593) 7.038) 東日 45.825ノ

中京コカ・コー 43.641 ; 
ラボトリング 6.624) 
製( 20.167) 
日清油 3.954) 
92.15醤5) 

キッコーマン
油 ( 74.954) 

のそ和土|第一勧銀|三友|富

〈

菱|住長主ぞ7UI三



五瓦ぞ到三
4食料品|

ゆ
叫
川
総
図
作
、
帰
叫
岬
歯
慈

(

N

)

今

骨

骨

印
印
(
吋
一
印
一
)

出
川
出

，
冷

a'

5.繊 グンゼ

fl台紡工1〈(3積織業131 9 648〉

日本フェルト ユーチカ
神敷日東島紡紡栄績績 ( 64，240〉〉〉

東富三問士洋菱紡総ν〈〈草イ績珂7:71 ョ，， 689〉

毛( 6，284) 

大和柑紡紡〈((績織人24862 20 1723〕

(( 61，579 
JII 日清 市川織 83，832 

695) 648) 711) 2，976) 7，287) ，864) オーミケンシ
帝 日本 東

織維レ工〈〈(業1S71IJJJ62〕〕) 295) 774) 502) 繊( (58，680) ，527) 御幸毛 0，678 
ン 大 帝国維 帝 クラ 8，882 

582) 821) 033) 16，539) (332，187) 酒伊織
旭 東邦レーヨン 福助 0.305) 

191) 301) 137) ( 71，077) ( 47，102) 日本レース

7ン2]5二〕
ワコーノレ セーレン ダイニック ((11，349〉〉
( 34，865) ( 14，838) ( 19，501) 日東製網 6，366 

オノ士、
( 19，507) 

6.パノレプ・紙
東三海義敏〈ミ(ルプ 山陽諸品問(策五目9 パルプ

北越製紙

|時、ルフJifl1主1 業紙47，552) 

神2酔崎製墨話くく紙63書911!3 8 675〕
，695) 46，815) 954) 

日本 中越ノξノレ
89，991) 58) ，168) 673 

中央板紙 137) 
90) 

41) 
レンゴー
(129，091) 

住製友鉄1友司化化離ベぐ(〈学4乍素P2136エ7クJ!業38業2ヲ52 4 1〉昭呉和羽フ木ト般パ化電((〈学2工家ー4495工95カ，，187業9ラ85 7 2〉

日本ゼオン チッソ(60，699) 

東三関円日北東本越東点化化化電巴〈((H浮戎化成伺4332871上8ム仁業業業3391 29 5 9 0〉

七(工78業，946) 
日産化学工Y(業0910; 旭電イ

6) 4) 1) ( 45，770) 

ラ話本手手曹脅達← 量 札叩大 日 東亜ベイ γ ト 石 39，587
6) 0) 5) ( 16，189) 日 50，832)
住イ日イ 東 工業
6) 
旭ト有機(材6工4，3業71) ジング (〔100，732〕〉

( 13，906) 新興社 23，764 

のそ円
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Z
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7.化学工業 ( 25，862) ( 18，068) ( 16，627) 大日精化工業 ( 61，8製8き5) 日本
鐘淵化学工業 信越化学工業 大倉工業 34，521) 東洋インキ
(105，508) ( 76，103) ( 37，198) ニチパン ( 66，79 保土

三井石油化学工 日本カーパイド 〔花王石鹸〕 ( 16，886) 
業 (146，302)工業(21，514) (139，134) 日本カーリット 日本
ダイセノレ 堺化学一工業 日本ペイン卜 ( 7，832) 
( 73，694) 酸(26工，25業8) ( 49，881) 日木油脂 協和

富士写(真16フィル 〔大阪素
ム 1，912) 17，552) 第一工業65製，9薬0業1) 

東洋酸素 ( 23，338) 
( 7，669) 

日本化学工業

清明肉〈照12，703) ( 25，284) 日立化成
大陽酸素 7，798) 
( 21，964) ライオン

三菱瓦斯化学工 6，261 
業 (101，742) 資高砂生香当料; 7，243〉) 
三菱油化
(202，530) 2，647) 

業三白木菱樹合(成脂3化2，学724工〕

じ(薬57，255) 
日本イ
C 4脂9，120) 

ミヨシ油

( 27池，478) 
ライオン 目旨
(塗85料，668) 

大日本
( 48，690七〉

大日本業インキイ
学工

小西六写106真，89に758業3〉〉

也f
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8.医薬品

ニ富[小山野仕〔(薬〈洋共81品叩工て!!4業5827業9038〕] ) ) 

日本新楽 東f武田辺製薬 万有写楽 周辺事薬 |カネ18，310) 38，713) 68，946)[ ( 2，335 
藤沢品B工，業94 科研 7〉) 

5製9，8薬24)ミド
エスェス 5 

9.石 油興亜石〈油 ニ菱石油
昭和石(3油26，186) 

丸普石油 大東寓日七協並経石興1石t洋油袖産I(〔口(3業901 21，342〉j ) Z42，700) (526，708) 東[臼半本年石(3詩羽3山年6] 阻) (628 ， 739)1 ß[BP.~~ (228，127 

，6業81) 
9，636 

10，345) 
10.ゴム製品

〔ソ「…↑T11ゴム 横浜ゴム 三〔東ツ洋星(ゴベ6ム6ノレ工，2ト業53〕〉|| | ( 28，349イヤ (261，958)興国 7工，業188) (107，058) 

2，883) ( 32，209) 
11.ガフス・;土東芝セラミック 日本板(硝6子 石塚本硝セ子

保谷阪本工業?寸コ? 子

淡黒東崎京窯窯業陶業 ((( 13，919) 〉〉石製品 ス(19，150) 9，910) 18，970) 27，099) 38，936 
小野田セメント 住友セメ γ ト 日 メント 大 メント 15，227 
(135，038) ( 80，799) ( gO，389) 46，751) 

〔協和カーボン 第一セメント 日 ンクリー

白(煉ー3瓦，663 ( 7，574) ト
品川 日本エタニット 25，300) 
52，144) 

パイ本同仁業プヒコ((( 8!日4ム9785管〉
日本アスベスト
( 39，209) 日 ュー

16， 
大 ンクリー

ト 17，793) 
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時;!黙の| p:1説j石製品

43，381) 
12.鉄

鋼愛知明製鋼
一菱製鋼

川日日崎必本製ヂ(鉄謀4t有議1，6毒6のη 町神日戸新山製製製(((1鋼7鋼2鏑4248所4所，，9Y 8 38〕
所2，978) 60，411) 

住関日日友本本東特金パス団〔〔(殊イ属テ8251工2製32プγr3鋼業2製68ν7452造298ス) 〉) 
日本
9，121) 76) 

中
79) 

8) 

13.非鉄金属

住友洋友キ特T骨T院臼
昭和アルミーウ

日前本軽説〔金8属
同和鉱業 (128，176)

三志CB井村本合化口鉱〈〈属5;13業511鉱697〕!84業922 5 5〉東三玉邦菱川亜金品〈〈鉛属械3 69 4旧0)
5，911) ム(67，494) 古 7，201) 

東 ミニウ
8) 2金，3属18) 
住属3日，工7941業21〉〉

6，623) 

1) 0，911) 
リヨービ
( 33，196) 

14.電線・電緩藤倉電(線 大日日(本95電，線314) 住友平気工業 古河電(2気74工，業
問渦暗線ヰ線寺号署99，752) 258，690) 666) 1， 942) 
東京特殊

1，641) 
タツタ電
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15 金属製品東洋手缶

宮東日崎本京鉄建ゾ(〈〈鉄工ν2U1所65スl，，C34工5314学35J ) ) 

二協アノレミニウ松尾桝3 横河科書ZZ
中同工(業 北海製侃シッ〔((((((ヨタ7334711業702725じ，9!1!358883工7f6763A726525業45〉〉) 〉) ) 〉

159，611) ム(70，370) ，264) 18，646)不二サツ
日軽アノレミ
( 67，075) 三和シ 7

川田工業

東日京製発鋼条工
日本

16.機 械 新潟鉄〔工103所， 

ヂ 鉄鉄ゼ'ル工機Iζ格所械((〈〈 111。4 8 9 r 
968) ，041) 

タクマ ，866 
80) 津池只 ，661〉〉
大限
77) ，901) 
ワシ

，558) 40) 18，080) 
アイダ、エンジニアリ

ツ〕本 ( 26，334) ，043) 21) 

人啓塁ン阪和凶グ機間駒て業工工 2町5/086〕3 〉日 ピストンリ ェヌ・テー・ェ
ング(18，392) ，234) ヌ・東洋ベアリ

ング 98，423) 
( 42，554) ，404) 

リッカー
( 44，251) 

70) 
多国野鉄工(所2 

6，444) 
フジテック
( 11.551) 

日本ェヌ・シー・ア
ール ( 54，691) 
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(2) メンバーの業種別構成

集団が所属メンバーに対してその効果を発揮するためには，企業数が適当

な数であるのみならず，業種の構成も最適なものが理論上考えられるであろ

う。たとえば，高度成長期に重化学工業化が急速に進展した際，重化学工業

部門を含む三菱グループはその地位を高めた。もし鉱山部門のみに特化した

ク。ループがあれば，多分そのクツレープは衰退したで、あろう。したがって集団

としての多角化は，単に多角化しているだけでなく，成長産業を多く含むこ

とがグループとしての効果を発揮する条件である。それと同時に，かつて宮

崎義一教授が「外部経済の内部イじ」と呼んだように集団内企業の活動によっ

て発生した需要の波及効果を集団内部に吸収することも，集団全体としての
2) 

利益に資する。これもあるていどの部門の多様化を要求する。

5-3表は，各集団ごとのメンバーの業種別構成を示している。これによ

ると 4大集団とも，銀行，保険それぞれ2社づっ，三和は銀行が2社，保

険が 1社であるが，三井グループは金属製品，機械が欠けている他，精密機

械，ガラス，土石製品も欠けており，重化学工業等のメーカーにおいて，や

や手薄であるのに対し，三菱グ、ループは化学工業に 5社，ガラス・土石には

2社加わっており，重化学工業に強し、。住友グループは輸送用機械がないが，

鉄鋼，非鉄金属，機械，電気機器と主要産業にまんべんなく配置されている。

芙蓉クソレープや三和グループは，グループ内企業数自体が数多いので，前記

3グ、ノレープと数の上で比較することはあまり意味がなし、。 5-4表は，各グ

ループメンパー会社の業種別分類表である。これによってみるなら，所属企

業のうち大規模メーカーが三菱に多く，住友も，数は少ないが，有力企業が

各業種に分布していることがよくわかる。

このことは，社長会企業だけでなく，その下の各系列下の企業を業種別に

分類してみると，いっそうはっきりする。 5-5表は，社長会企業を含む各

系列別業種別配置を示したものである。これによると，化学工業は三菱系が

断然多いが，医薬品になると住友系が有力であり，ガラス・土石製品は，三
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菱が旭硝子，東陶機器などの有力企業を含んでいるのに対し，住友は日本板

ガラス，住友セメントを含んでいる。鉄鋼は，住友クソレープの住友金属と富

士グ、ループの日本鋼管がめだっている。非鉄金属においても，住友が有力で

ある。機械においては，住友が有力企業をかかえており，電気機器では数の

上では住友クゃループが断然多し、。造船，自動車では，三菱が有力である。こ

のようにみると社長会企業の数は少ないが，住友は機械，金属，電気機器等

で多くの企業を系列Tにおさめており，三井はメーカーにおいてやや遅れを

とっている。三菱は重工業，化学工業において，多くの企業を系列におさめ

ている。というように色分けすることが可能である。

(4) 集団の最適規模一一クラブ理論の応用一一

企業集団を情報クラブとして分析したのは今井賢一氏である。集団の機能

や，個々の構成メンバーにとっての集団のもたらす効用を最大にするような

クラブメンバーの最適数が理論上は存在する。クラブの理論を，企業間関係

に導入する着想、は，今井氏がすでに石1111精製業の産業組織を分析する際に行
3) 

なっている。

さて，一般的に考えると，あるグ、/レープがあった場合に，そのメンパー数

について，メンバーの効用を最大にするような最適値があることは容易に想

像しうるところである。企業集団についていうならば，メンバー数が増加す

るほど，結束力が弱まる。したがって結束力という点ではある範囲にとどま

ることが望まれる。他方，集団形成のメリットは，ある程度の数があっては

じめて発揮されるであろうし，数が増加するにすれて，そのメリットも増す

とL、ぅ面がある。しかし，個別企業にとって，そのメリットを吸収するがJ用

は，必ずしも数が多くなるほど高まるというものではない。したがって，ど

こかに最適企業数が存在する筈だ，ということになる。

ブキャナンによって示されたクラブの理論は，周知のように，テニスクラ

ブとかゴルフクラブ、のような，準公共財的な財サービスについて，それを利

用する個々のメンパーにとって効用を最大にするような最適メンパー数を求
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めたものである。

しかし最適メンバー数の議論は個々のメンバーにとっての効用最大をもた

らすパレートの意味での最適を求めると同時に，集団の指導者の立場からみ

て，集団の結束力を強めて集団の機能を最大限発揮するような最適企業数の

議論もある。後者は，クソレープを 1個の主体としてみたときの最適構成メン

ノミー数の問題であるということができる。もし，集団の指導者の立場からみ

て，集団全体の売上高を最大にすることを目的とした場合，集団のメンパー

数が多いほどその目的はよりよく達成できるであろう。ただし，メンバー数

が増大するにつれて結束力が弱まることが考えられる。したがって，メンバ

ーの増大に比例してその目的も達成されるとは必ずしもいえないかもしれな

い。しかし，宮崎教授が述べたような需要の波及を内部に吸収するという意、

味での「外部効果の内部化Jは，集団がある程度の結束を保ち，一集団内企業

問主の優先的取引関係がある限り，あるていどメンバー数が増大するほどそ

の効果を発揮する。しかし，実際には上部メンバーは限られている。したが

って，一方でメンバー数が増加するほど集団の目的をよりよく達成するとい

う側面をもちながら，他方ではメンバー数を制約する要因も働らいていると

考えられる。その要因は，一般的にはコストで表現できるが，クラブ理論の

場合はクラブが提供する財が準公共財的性格をもち，利用するメンバーが増

加するほど混雑現象が発生して，その財の効用が低下するということでも説

明される。宮崎教授のいう外部効果の内部化は，メンバー拡大による効用を

低下させるということが少なく，要は結束をいかに保つか，という点にかか

っている。これに対してクラブ理論からの接近では，構成メンバーにとって

ベネフィットとコストの差を最大にするような最適点を求めるということに

なる。ここでは，さしあたり，クラブ理論の方法から接近してみよう。

さて，個々の所属メンバーが最適化行動をしている場合，パレート最適を

もたらすような最適メンパー数を見出す問題は，ブキャナ γによって示され

たが，これをグラフを用いて簡単に示すと次のように説明される。 5-1図

は横軸にクラブのメンバー数を，縦軸に一人当り便益，および費用をとって
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5-2図

メンバーが増すにつれいる。ある一定のクラブ財のキャパシティのもとで，

一人当りのコスト(たとて，一人当りの便益はある点から低下する。他方，

メンバーが増大するほど低下する。したがって便益えばクラブの会費〉は，

曲線 B1，費用曲線C1が描け Blー Ctの最大になる SIが，最適メンパ
ー数で

C曲線はともに右上にシB， ある。クラブ施設の能力が増加するにつれて，



(2) 小林 65 (725) 

ブトずる。したがって，最漉メンノミー数は，たとえば S"になる。

次に，グラブが提供する財の蚤;と個人が受けとる使慈，費用の関係をみる

と， 5-2菌のように示されみ。縦軸は一人当り便益と費矧，検輸はクラブ

めやャバシティないしはクラブ、が提供する財サービスの設置を測っている。し

たがってこの鴎は，クラブ射の供給量の変化にともなって，メンパ一一人当

りの便益と費用がどう変化するかを示してし、る。メンノミーが一人で、あるなら

ば， コストが常に便益をJ二割るとヨ考えられる。クラブ射の性質からいってメ

ンパーが科人かであってはじめて便益がロストを上回る oBl， C1はメン'バ…

が一人のとさの使主主的線， 曲線であり ，BK' CKは，メンバーがK人の

ときの便益胸線，費用曲線であるoB1(-CKが最大になる射の水準はQKであ

V 

Q。

このニつのグラフ宏一つにまとめたのがら-3閣である。機qiUIVこメンパ

数， とっている。 Noptは， ゐ メンバー数

る。他方， Qoptは，メンバー数に応ずる最適産出議:水準である。した

がってグラブ財の水準とメンノごー数の水準の組み合わその最適綾は，開曲線

の交点で決まる。産出;設水準は Q1(，メンバー数は N1玉、で最適である。

以上がブミヤャナンのクラブの理論である o これそ企業集間にあてはめて分

析を行なってみよう。グラ グラブがメンパーに提供する財は，

対
の
品
単

トJopt

Qopt 

O Nk 

5 3図

メンバー委主
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共部科用施設とし、う性笈をもってし、る。すなわち，もともとクラブ現識は，

翠的財と会共財のや龍のケースについて適用されているのであり，それは，

テニユスクラブや水泳クラブのように，準公共財的共i湾科用施設を会員?節度で

利用する場合にあて詰まる。したがって企業禁問にこれを護服す

回がメンパーに対して共還にもたらす利益は，情報のような公共射的性絡を

もつものに議定すると，比較的よくあてはまるのしかし， t/.メンノミ- V~こ

もたらす後益にはいろいろある。これについてはずモに前考でも各種のコスト

節約効果として説明した。 すなわち，情報コスト，経営コスト，資金コスト

等がJそれで、ある。しかし，このft!H，こ，もっとここまかくみて行くと他のコスト

節約がある。築関内企業罷さとの取引が行なわれるならば，それは取引なスト

ないしは競争のコストを節約するし，また安定取引先の確保は，不確実性の

コストを減少谷せるO これと密接な関係にあるのは，すでに述べたように，

かつて宮崎教緩が外部経済の内部北と呼んだものであり，たとえば集団

業が発注するや間財を純一.JE:籍条邸内企業が供給すると Lづ;場合，需要の波

及効果合内部に吸収するということになる。この意味で外部経済の内部化と

いう表現たされているのであるが，宮崎教護の場合，集団が岳ら発生した要

部を自らの内部に吸収させるというところに， らみたそれ当身の

拡大の根拠、公認め，重視している。しかし，これと時様のこと

する個々の企業からみても，たしかに利諮となるであろう。築国内の企業が

増えることは，当該企業主取引関係を結ぶ企業が集関内に存在することにな

り，それは取院の安定性をもたらす。すなわち，競争のコストあるいは不確

実性のコストを減少させる。このようなコスト節約は?単に企業数だけでは

なく，集BIlJ村の築護関構成が多様化するほど，薬関内取引の可能性は大きく

なる，と考えることができるであろう。

もちろん，これらの利益は，集団をど構成する各企業ごとに異なる。水泳ク

ラブやゴノレブグラブぞ、あればメンパ{各人に持ーの幸IJ益をもたらすが，集期

たとえば，自動率業が集罰内に存複することは，ゴム，タイヤ，鉄

鱗等関連企業にとってはきわめて大きな別益をもたらすが，関連性の稀薄な

， 
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企業にとっては利益は少なし、。したがって，メンバーにとっての便益は，あ

くまでも平均的な便益である。では，コストのほうはどうか。クラブの理論

では，単純に言ってクラブ財の供給量に応じて総費用が決まり，メンバー数

で割ると，一人当りコストがはじき出される。しかし集団形成の場合，その

便益をつくり出すためのコストというものはいかなるものであるかが把握し

にく L、。こうした点を考慮しで，集団の最適企業数の問題にアプローチする

ために，集団のもたらす便益は何か，逆に集団に所属するために要するコス

トは何かをいちおう整理しておこう。まず，集団のもたらす利益は需要側の

要因と費用側の要因の二つに分けることができる。それを表にすると次のよ

うになるだろう。

集団のもたらす利益

1 需要側の要因 !イ p 市場支配力を通ずる価格形成
ロ，相互取引による価格の安定

ノ、，需要の波及効果の集団内部への吸収

2. 費用要因，各 |イ，情報コスト

;径のコスト節約 | ロ，経営コスト

ハ，資金コスト

ニ，競争コストあるいは取引コスト(又は不確実性のコスト〕

このような分け方は便宜的なものに過ぎなL、。たとえば 1のロと 2のニは

おなじことを言っているのであって，それを価格形成の観点からとらえるか

コスト節約の観点かあとらえるかの違いに過ぎないのである。 1のハは宮崎

教援の言う「外部効果の内部化jである。これに対して，集団のコストのほ

うはどうか。最適企業数の問題に接近するために，利益とコストの両面から

その差が極大になる最適値を求めるとし、う議論をするには，コストについて

も立ちいった考察が必要で、ある。その場合やはり二つの面に分けて考えるこ

とができる。一つは，集団の形成そのものにコストがかかるということ，も

う一つは，集団が所属メンバーに便益をもたらすとL、う場合，その便益自体

の生産にコストがかかるというとらえ方であるつ

第 1の集団形成のためのコストは，いわゆる結束のためのコストと呼ぶこ
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とができる。また，ピラミッド型の集団を考える場合，頂点にある企業が系

列下の企業を支配するためのコストということもできる。結束のヨストは，

具体的に言うならば，たとえば株式の相互持合いの場合，これは結束手段で

あるが，集団内企業の株式所有が，被所有企業にとっての安定株主の確保に

なるとしづ場合，株式所有者は逆に利潤を他の収益機会を 棄して株式所有

にふりむけているのであるから，それだけ機会費用を支払っていることにな

る。また，系列支配の場合，メーカーが卸売業あるいは小売業に対して，そ

れらを支配下におさめ，すすんでその製品価格を安定させようとする場合に，

彼等を拘束するためリベートを与える。これも支配のためのコストというこ

とカ1で、きる。

他方，使益生産のコストというのは，たとえば，集団内企業が研究開発を

行ない，それを研究情報として他のメンバーに提供するとしづ場合，その研

究開発費は，便益生産のためのコストである。

しかし，このように，集団結束のコストと便益生産のコストは，厳密に分

けることはむずかしし、。株式相互所有の場合，それは結束の手段であるが，

株式所有のコストは被所有の場合の便益(物価の安定，資金コストの節約〉

を得るためのコストであるから，それも便益生産のコストといえる。

さて，このようにいちおう整理を行なった上で，クラブ理論との対応関係

をみると，クラブ財の生産のためのコストと，集団形成のためのコストを分

けることが，以上の議論に対応するといえる。たとえば集団を情報クラブと

みる場合，技術情報を生産するための研究開発投資は，クラブ財生産のコス

トである。しかし，集団内において情報が交換され合っている場合，メンバ

ーの研究開発にもとづく生産性の向上は，お互い同士の生産性の増大に貢献

する。これは外部効果である。この外部効果を吸収するには，直接的にはコ

ストを要しなし、。しかしもともと集団を形成すること自体にはコストがかか

っている。したがって，その意味ではコストを二つに分けることには，いち

おうの根拠がある。すなわち，クラブ財生産のための直接的コストと，集団

形成自体のコストである。

〉
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さて，集団にクラブ理論を適用し，情報クラブと規定して集団の最適企業

数を論じた議論に今井賢一氏の議論がある。これは，ノードハウスの議論を

応用したものであるが，これは，研究開発投資のコストをかけながら，同時

に，外部効果としてその成果がメンバー相互に波及し吸収されるとL寸議論

である。グラブ理論を応用した最適メンノミー数の議論を展開するために，ひ

とまずこの議論を検討しておこう。

(4) 情報クラブの議論

情報クラブの議論を展開するに際して，クラブセオリーがそのままよくあ

てはまるかたちで，企業集団を分析した例をみておこう。その上て、われわれ

の考え方の特徴を明確にしたい。

今井賢一氏は， W. ノードハウスの発明市場についての議論を応用して，

企業集団を情報クラブと規定し，クラブの最適メンパー数の問題を論じてい

る。氏によると「一般に，情報という財は素材面では公共財的な性格をもち，

使いべりするものではないが，価値面ではその情報を利用する者の数が増え

るほど情・報の価値は低下する場合が多L、。ここで情報の価値とは当該情報が

与えられた場合のぺイオブ(矛IJ得〉とそれが無かった場合のベイオフとの差
7) 

額を指している。Jという。ところで，ブキャナ γによって示されたクラブ理

論を応用して考えてみると，水泳クラブやテニスクラブは，財のキャパシテ

ィが与えられている。したがって，メンパーが増加するにつれて一人当りの

施設の効用は低下するが，同時にクラブ財のコスト(会費〕も低下する。し

かし情報の場合はどうであろうか。いま，情報が単一の企業によって生産さ

れ，その情報をメ γパーが利用する場合は，テニスグラブや水泳クラブの例

がそのままあてはまる。すなわち，ある企業集団がシンクタンクの会社を共

同出資で設立し，その研究成果を共同で利用するとし、う場合，便益はシンク

タンクの研究開発が各企業の生産性に与える効果で表現できるし，コストは，

メンバーの出資金であらわせる。すなわち，シンクタンク会社が開発した一技

術が，クラブ財である。そこでテニスクラブや水泳クラブと比較して，技術
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情報というクラブ財の性質を考えてみると，共同利用施設の場合は，混雑現

象がメンパーの増加とともに発生し，メンバー当りの使益は低下するのに対

し，技術情報の場合は，共同利用施設にくらべて混雑現象による便益低下が

やや小さいと思われる。しかし，クラブのメンパーが増加すれば，技術情報

を独占的に得ていることによる超過利潤が失なわれて行くことはたしかであ

って，程度の差こそあれ，技術情報の場合もメ γパーの増加による便益低下

があると考えるのが一般的であろう。

いま，共同出資によるシンクタンク会社の研究情報をグラブ財とした場合

を，ノードハウスにしたがって簡単に定式化してみよう。シンクタソクによ

る便益は，

(手)=hi (R)ただし RイRi (1) 
L ' 

で示される。 Rは，研究開発投資で，各企業・がその資金を分担すると考える。

(子)は i企業の生産性(Xは産出量， Lは労働量〉である o企業の規制
L 'i 

一定とし，メンパー数はNであるとする。このグラブの生産性は，

2JXi=X  (2) 

で，外生的に需要が与えられるとする。したがって(1)を考慮すると， γ 

2J X i = 2J h i ( R) L i (2)' 

となる。クラブの目的関数は， Xの供給が外生的に制約されているから(す

なわち収入が与えられているから)，コストを最小にすることである。クラブ

の費用は，

2J(WL; + R i) (3) 

である。研究開発投資をすべてのメ γパーが均等に負担するならRi=lと

なる。研究開発投資Rの生産関数を単純化して，

h=Rα 

とあらわす。

(2)'の制約のもとで(3)を最小化するという問題を解くことになるが，ここで決

め手になる変数は αである。

ここでもし最適企業数がわり出せるとしたなら， Nの変化が αに与える影
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響が，もう一つの戦略要因として与えられねばならなし、。 Nが増大するほど，

一種の混雑現象が生じて αが低下するとしづ関係があるならば，企業数の増

加には限界がある。もしNが増加しでも，研究開発投資が個々の企業の生産

性に与える影響が変わらなければ， Nが増加するほど一企業当りの研究投資

分担額が低下するから， Nが増大するほどよいということになる。しかし，

そうなると，シンタンクはもはやクラブ財ではなく完全な公共財となる。し

たがって，この場合，やはり混雑現象の存在によって，研究開発投資の効果

がNの増大とともに低下するものとしよう。ところでもう一つ重要なのは，

h i=Rα が意味するものは， 1企業にとっての生産性は，グループ内の企業

数とクソレープ全体の投資額に依存するということである。したがって， Rが

全体として増大すれば，一企業当りの分担額も増加するが， R全体が増大す

るから，その場合αがどう働くかが問題である。もし研究開発の効果が逓減

的であるならば，日はRの増大とともに低下し，したがって hは， Rの増大

とともに逓減的な勾配で増大するということになる。これをグラフであらわ

すと次のようになる。 Rの投下によって節約されるのは人件費のみであると

し，一企業当り節約される人件費W*と，おなじくー企業当り研究投資額を

縦軸に，企業数を横軸にとる。ただし，最初から前提しているように， Rは

w* 

~N 

一一一¥

h¥-l ¥ ¥w? 

九、」

¥¥ミゴIN)，
!N)， 

O N， N， N 

5-4図
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w* 

N=Nh 

N=N'h 

R 

Nopt 

N 

毎期投下されるものとする。研究開発費の規模が大きくなれば， 羽T':'曲線，

R/N線とも上方にシフトする。

次に， Rが増大することによって節約されるW*と， 一企業当り負担額R/

Nとを縦軸に，横軸にはRをとるとN=lの場合は，常にR/NがW*を上回

り， Nがある程度の数になるとはじめて， W':'>舎となる， と考えるのが

'" 
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る。したがっていiN口 NhとL、う舷定をおくと最適な研究開発議

は2しとなる。会議数が増加するにつれて，薮適な}えも右ヘシフトすると考え

られる。このごつのグラフな合わ殺ると次のようになる。機軸にN，縦駄に

Rをどとると， 1その水準に応ずる最適なNの軌跡は Noptで示され，それぞれ

のXに応ずる最遂なR(7)水準はRoptで示される oNとRの最適{院はNぺR*

るo この議議は，ブキャナンのグラブセオヲーと全くおなじである。

しかし， クラブ?とし なみる場合，築田がもたらす科益は，

むしろ外部効楽である。すなわち 2 鵠々の企業が研究澱発を符ない，それを

生産活動に共体化、ずる場合，その技術欝報が集器内の他の食業にf云達され，

生産性向上に号寄与するという場合であるοこのような情報の伝播は，

携とか技術提携というはっきりしたものから，もっと漠然、とした情報の交換

にいたるまで，多くの場合企含む。集陣内の各食業が出資し合ってシンクタ

ンクをつくるというケースは，このような外部効果を含まない議論であるが

放に単純に遜gるのであるO

これに対してノードハウスの議論は，まさにこの外部効粟を議視した議論

の展開念行なったものである。ノードハウスは，各:食業がそれぞれ研究館発

を行ない，しかもそれらが築鰐内企業相互に影響し合うとし寸前提のもとで，

集団全体としてのコストを最小にするような議適企業数と経連な研究環発費

を求める，という議論念展開している。ノードハウスのそデノレ会簡単に示す

と次のようになる。まず¥研究投資が生産性に影響するという生産投謂数な

示し， ょっ られると議定したよで，総費用

主r最小にするような多集問の企梁数と研究開発投資をど求めるのである。

とは，それぞれ開発した研究が自社のみならγ，他の企業の生産

性上芥に影欝し合うような企業のグループである O

(1)'式は生産性関数である。

(←E…) i = (R1，R2， ......， Ri ......， Rn) (1)' 

，'T"n"n'n:FtR 'I:I'G<..Lr1， yAv>，.--_ (X.¥ 
1しは i企業の研究開発投資で¥{一-jは i企業の生産性，したがって，

¥L'i 

は食業の生産性に各企業の研究簡発投資がすべて影響するごとな示す。
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この関数を便宜的に

(-1壬-子台)i=hい Aんん川川li山山ih山h1ぷ(侭RI付)+ 十刊叫Aム山hi(此R札i)汁十 十叫Aん仏ω川N川川ih山1
のように簡単にあらわせるものとする。 Aは各企業の研究情報が i企業の生

産性に与える影響を示すわけであるから，情報の外部効果を意味する。クラ

ブの総生産額は，
N 

LJXi = LJLJAj i hj (Rj )Li = X (2)' 

製品需要は外生的に与えられるとする。この制約のもとで，
N 

LJ(WLiψ+pRi) (3)' 

を最小化するとし、う問題を解くことになる。研究開発の生産関数を h=Rαと

単純化して表わす。 Wは賃金率，。は現在価値換算率， ρは研究開発の年経

費率とする。情報の外部効果の合計は，

μ=  LJAi j 

とし， μのクラブメンパー数に関する弾力性を

f=〆(N)N/μ

と定議すると，最適メンバー数は

命f.l.品-a(寸~<þ )α(~守二~)α

最適研究開発投資は

合一日WL<t
比一 ρ(1十T一日〉

(4) 

(5) 

であらわされる。ここで戦略的パラメーターは，研究開発の生産性への影響

度目，外部効果の大きさ μ，企業数が外部効果にどれだけ影響を与えるかを

あらわすTの三つである。

ノードハウスの議、論の特徴は，第uこ集団内企業の研究開発が，自己の生

産性に影響するだけでなく，その生産活動自体が集団内他企業に技術情報を

与えるとし、う外部効果を重視している点である。しかし，そのような外部効

果μが，集団内の企業数によって影響を受けるというのが第2点である。第

3に，総生産量は需要によって規定され，それは外生的に与えられるという
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点である。したがって問題は，所与の生産量のもとで総費用を最小化すると

いうことになる。

ところで，集団の拡大は総需要にあるていどの影響を与えるかもしれない。

宮崎教授のいう「外部効果の内部化」は，まさにそれを意味している。集団

をクラブとしてみる場合，技術情報のクラブとしてのみならず，結束した団

体として利益を共有するクラブとみるなら，多くの要因がクラブの便益を決

めることになる。そして，そのようにクラブの便益を規定する要因を拡げた

場合にも，やはり，最適企業数の問題は存在するであろう。

次に，若干別な観点で，ブキャナンのクラブセオリーを応用した議論を展

開してみよう。

(5) 簡単なモデノレとグラフによる説明

もじ，集団の利益を宮崎教授のL、う外部経済の内部化という点にのみしぼ

って言うなら，内部化される外部経済は，次のようにあらわすことができる。

中間需要比率を v，集団内への吸引比率を iとして，集団内に新規に設立さ

れた企業の総生産額を QNとすると，第 1次の波及効果は iVQNである。し

かし，これは QNの集団内生産量の増加による一次波及効果であって，これ

が二次，三次の波及を続けるなら，最終的には，寸主γQNの需要を波及

する。 O<i<l， O<v<lしたがってo<iv< 1である。 vは産業の技

術的性格に依存するから所与としてよい。

v =v 

しかしは集団の結束が強ければ強いほど高まるといえる。 iが高まれば

波及効果すなわち集団の便益は増大するが，他方結束強化のためにはコスト

がかかる。集団を一つの単位として，集団全体としての総産出量を増大させ

ることが集団の目的であると考えるならば，このような議論を展開すること

ができる。では集団を構成する個々のメンパーの立場からみた最適メンバー

数はどうか。「外部経済の内部化Jに限らず，利用可能な情報のストックも集

団化の利益と考えると，それらの利益は，たしかに集団全体の産出量や企業



76 (736) 経済学研究第26巻第4号

数が増大するほど大になるであろう。ここでひとつ重要な点は，クラブセオ

リーの考え方にしたがうと，会員数(企業数〉が増すほど，混雑現象が発生

して，集団所属メンパーにとっての便益が低下すると考えられることである。

これは，クラブ財というのが共同利用施設だからである。そLて共同利用施

設のキャパシティを大きくするには，会費を余計支払わねばならない，とい

う意味でコストが増大するということになる。これに対して，集団化による

便益を，集団内企業への需要の波及効果や利用可能な情報ストッグの増大と

いう点からみると，それらをひっくるめた便益は，企業数の増大とともにあ

るでいど増大することになる。

ところで，もし「外部経済の内部化」すなわち需要の波及効果の内部への

吸収という効果を特に強調するなら，集団内企業にとっての便益は，企業数

よりもむしろ産出量Xに依存する。これら便益Bは，集団の産出量Xが大な

るほど増大し，集団の業種構成が多様化するほど増大するという性質をもっ

ている。

B=B CX， m) mは多様化率

いま，多様化の要因を捨象して考えよう。一企業の平均規模を孟とすれば，

集団内メ γパー数は

N=子
e)B _ ~ e)2B 

であらわされる。e)文一>0，ヲ文了<0とし、ぅ仮定をおくことは現実的で
あろう。すなわち，売上高が大きくなるほど，集団外へ発注する比率も高ま

ると考えられるし，情報利用に関して混雑現象も生ずると考えられるからで

ある。

他方，結束のためのコストは，集団が大きくなるほど増大すると考えられ

る。総費用は，

c=cC三，N)
e)C _ ~ e)2C 
一一一一>0 十ーす一>0e)N /' v ， .e)山

であらわすことがで、きるであろう。五一定としよう。これをグラフであらわ

ずと次のようになる。
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B，C 

B 

x* X 

5-7図

5-7図はti横軸に集団全体の産出量を，縦軸にメンパー 1社当り便益，

費用を測っている O もし便益，費用が産出量のみに依存するなら，この図の

ように集団の最適産出量規模は X*である。もし，

B = B(X) 

C = C(x，N) N=J5 
というように， B， C関数が書かれ xがし、ろいろに変わりうるとするなら，

xが大になるにつれて， C曲線は右にシフトするというように示される。 5

-8図において， CI， C2， C3は，それぞれ XI>X2>X3に照応する。いま，

ある集団が，集団全体としての産出量はX2で平均規模がおであったとする。

その場合企業数が N3とすると，グラブの上では，コストカーブを C3からC2

ヘシフトさせるのが望ましL、。それは平均規模をねからむへ増大させ，企

業数を N3から N2に減少させることを意味する。これは具体的には集団内に

おける企業の合併等による再編成に照応する。

この議論は，集団の与える便益を，集団全体の産出量に依存させ，主とし

て集団結束のコヌトのみを，産出量と企業数に依存させたもので、ある。しか

し，集団のメリットは小規模で、も企業数が多いことによってもたらされるか
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B，C C3 C2 CI 

X 

5-8図

もしれなし、。また，集団内企業が各業種に多様化しているほど便益が増すと

いうことも考えられる。いま，

B = B(N， x) 

C =C(N， x) 

であって，

dBjdN> 0， d2B/dN2<，Q ………………一-…・ ・・・・…・ ・・ -…ー①
dCjdN> 0， d2C/dN2> 0 ………・ ・・ ・…・・・・ ・・一……………………②

dB/dX> 0， d2BjdX2< 0 ・........…...・ H ・.....・ H ・..………...・ H ・..……③

dCjdX> 0， d2CjdX2< 0 … ………・・…...・ H ・..…… H ・H ・-・ …・……・・④

と仮定しよう。すなわち，①は，企業数が増大するほど便益が増大するが，

混雑現象が発生してその増加率は逓減的であることを意味し，②は企業数が

増すほど結束のコストが逓増することを意味する。③は，メンバーの生産規

模が大になるほど使益は逓増オるが，その増加率は逓減的で、あること，④は，

大規模企業ほどその結束にコストがかかることを意味する。

さらに次のことを仮定するのが現実的である。
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B，C 

B 

民*N** N 

5 9図

GlB/Glx> GlC/dX……-・… υ …………… υ ……………ぃ…………..③
すなわち多生護規模増加による結束のコストの増大は様かマあり， 1使益の増

加のほう いということである。以上を閥解しよう。

5 9隈では，横軸に企業数をとって，企業数に応ずる

され， られる。他方， り xが大に

なるほど一定のNのもとでX=xNは増大するから，それによってもBは増

大やる。 Bは上方ヘシフトする。 Cもまたシフトするが，舎の仮定によって

そのγ フトは謹かである。したがってN勺主右ヘシブトすると考えるのがより

一般的である。他方，一定の企業数のもとで，平均企業規模xが増大するこ

とによる築毘の健主主，費用は 5-10閣のように示される。便益は Xの増大と

ともに増加するがコストはほぼ一定か鑑かの上昇である。したがって， GlB/ 

Glx> 0， e)2B/GlX2< 0すなわち③の能強が成り立つなら，最適企業主晃擦がが
存在する。企業数が増加するほどB~Cが最大になるピは大きくなる。この

一つのグラフを一つに重ねると，ブキャナンとほぼ類似の鱗識ができるo



さび(740)

B.C 

X 

経器等学研究、数:26巻第4.-f;}・

5-10関

5~'11 図

* X 

Xopt 

.Bh 

N=Nh 

X 

Nopt 

N 

次に，多接fじとL、う寮習を含めてみよう。多様誌がすすむほど，楽器内企

業同士の技術的補完関係が強まり，経欝コストが節約されるであろうし，ま

た f外部経済の内部化Jについても中間財需要の集団内吸収穏を高めるであ



w 

(2) 小林 81 (741) 

ろう。また，情報コストも節約されるかもしれなし、。飽方，結束強化のため

のコストについてみると， 内企業数を一定とした場合に，多様化するこ

とに ってコストが増加するかどうかは， 一概にいえない。仮に業種が同一

の集団寸三、あるよりも，多岐にわたっているほうが， つながり会保つためなん

らかの措蹴がいっそう必獲であると えるなら，多様化にともなって結束の

コストは若干増大するといえる。多様化による使益を Bm，コストを Cm と

すると，

eJBm o， U28m/ 
ー町、

BrI12¥ 

訂T宝、力(てm
としづ r~喜{系があり， _ ~.....-tU _> ，-"，，¥._Ul一長

Cim /' dm 

B お(X，m) 

C= C(X， m) 

と ると， mの よって，

なる。

もっと単純に鮮が得られるよう

eJ2(てー
く0

ることが妥当であるのかくて.

よりおヘシフトさせることに

るならば¥elCm/Cim=0 

多様化によって結束のコストに変わりはないと仮定するとよし、oelBm/eJm=O 

になるところで， Bm-C闘が最大になる。

以上は，議識の手がかり ぎなし、。しかし以上の議論か されるこ

とは，次のことである O

① 集問 とし るほど司 内メンバーにとって便益

'が大である。

ある範毘までは， 内企業数が多いほど， 内メシパ にとって使

益が大である。

@ 集間内企業数が多いほど，結束力が弱まる。したがって，結束力な強位

するためのコストが大になるo

@ 集館内のメンバーの菜穂別構成が多様化しているほど使益は大になる。

かくて，業磯別に多様化しながら，ある限られた数の大規模企業によって構

されている 力，， メンノミーにとっ も(使溢が大である。したが
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って，逆に，メンパー数が多い集団においては，特に同一業種に複数の企業

を含んでいる場合など，同一業種内での水平的合併が行なわれる動機が強ま

る，と考えられる。

以上の議論は，集団を構成するメンパーにとって，集団のもたらす便益，

費用を最大にする集団の構成を論じたものである。これに対して集団を一つ

の単位にみたてて，集団全体の規模の拡大や，支配領域の拡大を論ずる議論

のたて方がありうる。集団形成を，その支配的企業による支配の動機から説

明しようとする立場はそれにあたる。

この立場からみても，集団を一つの企業になぞらえれば，集団の規模の増

大は，収入の増大につながるが，他方，集団の結束のためのコストが必要と

なり，やはり最適規模の問題が生じうる。したがって理論の構成は，結果的

には似通ったことになるであろう。なお付言すれば，その場合の多様化は，

個別企業の製品多様化に照応ずる O 集団内に成長産業に属する企業を含むほ

うが，集団全体としての成長も高まる。この立場からみた場合， B型企業集

団を含む企業集団の重層構造は，比較的説明しやすし、であろう。集団の結束

力を強めるには，メンバー数は少ないほどよL、。他方，集団の支配領域を拡

大するなら，企業数，売上高も増大する。この二つの傾向を両立させるため

に，上位メンバー企業による上部集団と，そのメンバーを中心企業とするた

ての系列との重層構造をとることになる，と理解されるのである。

1) もちろん，企業集団が大規模化するほどより効果を発保するか，あるいは，最適

規模が存在するか，とL、う問題をたてる;場合には，すでに第 1章〔前号〉で述べ

たように集団の意思決定の主体は何かということが明確にされていなければなら

ない。意思決定の主体な集団の個々のメンバーとするならば，個々のメンパーに

とって集団の規模がそのメンパーの目標ーたとえば利潤ーを最大にするのに

どう影響するか，ということが問題である。しかし，もし集団の支配的企業が意

思決定の主体であると考えるなら，集団の規模の拡大はその企業にとっての支配

領域の拡大であって，それ自体が目標となるかもしれないのである。それはあた

かも，ある大企業の行動目標が，必ずしも利潤極大化ではなく，売上高や成長極

大であったりするのと似ている。

2) 宮崎教授は自動車産業の例を挙げて「外部効果の内部化」を説明する。もしグノレ
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ープ内に自動車の車体メーカーが一社設立されると，その企業はタイヤ，チュー

ブ，薄板，エンジン等，各種の中間財を需要するが，それらの部品を供給する企

業もグループ内に存在しているなら，自動車メーカーが発生する需要の波及効果

を，グループ内部に吸収することにたる。宮崎教授はこの点を集団の重要な機能

として指摘する。もっとも，宮崎教授の言われる「外部効果」は，通常の外部効

果の定義と異なることは改めて説明する必要はないであろう。宮崎義一「戦後日

本の経済機構』新評論， 19660 

3) 今井賢一「産業組織論からみたエネノレギー産業」新飯田宏・小野旭編『日本の産

業組織』岩波， 1969，所収。なおこの論文は，今井賢一「現代産業組織』第2j字

に，石油精製 競争の変質と統制一一，と題して加筆収録されている。

4) Buchanan，“An Economic Theory of Clubs"， Economica， Feb. 1965. 

5) 今井賢一「現代産業組織』岩波， 1976年，第6主苦 情報一研究開発と準市場的配

分，参J~o

6) Vl. D. Nordhaus， Invention， Growth and Welfare--A Theoretical Treatment 

。fTechnological Change. 1969， pp. 39~55. 
7) 今井賢一「現代産業組織l259ページ参照。

NN  

8) い)， (5)式は次のように導出される。解くべき問題は~~Ài jhj (Rj)Li =支の制
N 

約のもとで， ~(WLirþ+ρR i ) 'a:最小にすることである。 ところで， ノードハ

ウスは，すべての企業が同一周模であることを仮定しているから，

Li =Lj =L 

Riニ Rj=R

とおくことがでさる。さらに生産関数を次のように特定化している。

hi =h=Rα=Ri 

以上より

~~Àj i hjLi =~RαLμ=R"LNμ 

となる。ただし，Il.=μ(N) 

解くべき問題は

minC=羽rψLN+ρRN
N，R 
s.t X-RαLNμ(N)= 0 

である。

ラグランジュ乗数を亜とおいて

H=WψLN+ρRN+歪(X-RuLNμ(N))

とする。

aH 
(i) aN一=wψL+ρR-cpRoLμ(N)(l+r)=O 

aH 
(ii) a豆一=pN-cf2口Ra-lLNμ(N)=0 
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ただしTJpーである。
(ii) より

(iii) 奄一一一~
日LNμ(N)Rαl

これを(i)に代入して，

ρ 

aLμ(N)Rαーl

(iv) \VcþL+ρRーヮ議~・ Rα凶 +r)

=WctL+ρR-十R(1 +市川L t-R〔1+Tーか O

よって

日1司lLψ
(v) R*=ーアアア了て「ρ( 1 +r-a) 

これを制約式 X-RαLNμ=0に代入すると，

X-[ p( 7てL〕〕作山=0
よって

(vi) N*ー -L.一主-・一一一一上
ノー μL 〔p(?で71E〉〕α
=十，-e-(吐o)ド与ユr
=十・τ喜7付先-)ドヰ二ι)α

となる。

9) 結束のためのコストをもし支払わなければ，集団外への需要の漏出が生じたり，

情報が集団外企業にも利用される，というように考えることができる。

10) この議論をもっと単純化するには，

B=B(X， N) 

C=C(N) 

とし，dX/dB> 0， dN/dB< 0， dC/dN> 0 

すなわち集団全体の産It¥是が増大するにつれて便益が増えるが，他方企業数が，

i曽大するにつれて，混雑現象が発生して便益は低下する，と仮定するのが便利で

ある。

11) 便益を需要の波及効果だけでなく，他企業の技術情報の利用という点から考える

と，企業数が増すほど便益が増すということが考えられる。したがって単純に

dBjaNく0を仮定することはできない。
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6. 集団の結束手段

集団が結束する手段として，株式の所有，金融機関による系列融資，役員

の兼任ないし派遣，業務提携等がある。本章では，これらの実態をわが国の

主要な企業集団について分析する。なお，この中で業務提携の状況について

は，その実態把握が容易で、なL、。比較的数量的にその実態を把握しやすいの

は株式所有，融資関係である。役員の兼任状況については，公正取引委員会

の調査データがあるのでそれを利用することとした。まず，株式所有関係か

らその実態をみていこう。

(1) 株式の所有関係

6-1表は，企業集団内の所属メンバー(集団上部メンパー〉の株式のう

ち，同一企業集団内企業が所有する株式の比率を示している。この比率はま

ちまちであるが，おおよそ20%ないし30%である。三井グ、ループ。についてみ

ると， 49年には，社長会メンバー22社(生命保険を除く〉中同一集団の持株

比率30%以上の企業は5社， 20%以上30%未満は7社で，半数以上のメンバ

ーが集団で20%の株式を所有されている。 47年当時は， 30%以上の所有比率

の企業は4社， 20~30%は 5 社で，この 2 年間に，全体的に集団による持株

比率は増大している。

三菱グループの場合は，三井クソレープにくらべて，集団による株式所有は

いっそう進んでおり，生命保険を除く社長会メンバー23社中， 20%未満の持

株比率の会社はわずかに 3社であり，最も低い膜麟麦酒でも 11.85%，三菱

石油が15.04%，三菱電機が17.07%であって他はすべて20%を越えている O

さらに47年からの傾向をみると，特に47年から48年にかけて多くの企業で，

集団による持株比率が増大し， 49年にもその傾向を持続している企業が若干

あり，全体的にみれば，この数年の聞に集団による株式所有比率は高まって

いる。

最屯集団による持株比率が高いのは住友グループであり，生命保険を除く
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6-1表企業集団内企業の企業集団による持株比率(その 1) 

ーーーーーーーー-一--

被所有者
年度

〔三井グループ〕

井 生 メロ合ロ、

井 銀 行

三井信託銀行

大正海上火災

井 事ム IU 

北海道炭破汽船

井 建 設

機 コ二 業

日 本 製 粉

東 レ

ー十十』一ー 子 製 和E

三井東圧化学

三井石油化学

日 木製鋼所

三井金属鉱業

東京芝浦電気

井 1、t巴h 船

井 物 産

一 越

三井不動産

大阪商船三井船舶

一 井 倉 庫

トヨタ自動車工業

〔三菱グノレープ〕

明 治 生 メロ合ロ、

菱 銀 行

三菱信託銀行

東京海上火災

鹿員 麟 麦 酒

三菱レイヨ ン

菱 製 紙

表ー イヒ 成

三菱瓦斯化学

4 7 4 8 

19.94 23.64 

19.81 24.51 

25.68 31.64 

4.26 7.54 

4.37 4.28 

47.70 48.62 
21.11 21.88 

34.64 34.25 

10.47 11.79 
10.11 11.93 
13目25 14.62 
63.12 64.42 

18.49 20.42 
10.68 11.71 
6.26 7.02 

20.18 23.36 
21.57 24.20 

6.44 7.06 

26.48 29.58 
17.78 19.17 

31.40 33.39 

10.77 11.50 

ー一

24.30 26.93 

28.48 32.32 

(と{立10社)18.75 21.65 

11.30 12.69 

33.15 35.71 

36.55 34.94 

22.03 24.52 

21.63 26.08 

(克〉

4 9 

22.14 

24.15 

30.58 

7.84 

4.23 

48.29 

21.86 

33.67 

11.81 

11.55 

15.69 

64.06 

19.91 

12.40 

6.83 

21.64 

22目90

7.35 

29.41 

20.03 

32.93 

11.50 

27.09 

31.77 

22.80 

11.85 

34.85 

36.21 

25.20 

24.82 



企業集団と産業組織 (2) 小林 87 (747) 

被所有者 子~I 4 7 4 8 4 9 

菱 ilu 化 54.97 54.97 55.75 
菱 1苛 日旨 (上位10社)60.01 63.75 63.77 
菱 石 油 13.70 14.91 15.04 

旭 石高 子 26.78 29.32 30.03 
三菱鉱業セメント 24.18 43.94 41.81 
菱 製 吉岡 25.72 28.84 27.09 
菱 金 属 19.30 20.88 21.14 
三菱化工機 37.93 40.56 37.47 
菱 電 機 15目62 16.28 17.07 
三菱重工業 20.89 23.30 22.69 
日本光学工業 30.55 37.05 36.84 

一 菱 商 事 37.51 42.18 39.21 
菱 I色 所 20.41 21.58 21.47 

日 オk 郵 船 24.88 27.53 26.42 
z苦!.t芝r 倉 J事 35.51 36.80 36.94 

〔住友グノレープ〕

住 友 生 A日11、 ー一一

住 友 銀 行 18.13 20.10 19.93 
住友信託銀行 32.61 32.87 32.90 
住友海上火災 24.03 25.72 26.76 
住友石炭鉱業 32.71 33.22 33.03 
住友化学工業 20.80 21.98 21.87 
日 オミ 紋石t'j子 24.83 26.03 26.17 
住友セメン 卜 29.04 30.41 30.63 
住友金属工業 〔上位10社)17.92 21.22 22.11 
住友金属鉱山 26.22 25.76 25.36 
住友電気工業 25.67 26.75 26.15 
住友重機械工業 39.77 38.61 38.31 
日 オミ 電 気 36.56 37.87 38.01 
住 友 商 事 44.82 44.35 44.03 

v 

住友不動産 36.72 38.62 38.70 
住 友 倉 庫 46.84 47.67 46.16 

(注〉 原則として大株主中上fセ20位まで、にはいっている集団内社長会企業の持株比率
の合計であるが， 48年， 49年の数値に21位以下の株主の持株比率も一部含まれ
ている。

〔資業日 「企業系列総覧』東洋経済臨時増刊， 1973年版， 1974年版および1975年版。
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6-2表企業集団内企業の企業集団による持株比率(その2)

(克〉

ーー一一一一一一一一←~一一 年 度 4 9 4 7 4 8 被所有者

f芙蓉グループJ C叉は富士グループ〉

プrム十ζ， 問 命
r品b 士 銀 行 22.03 22.42 22.48 

安岡信託銀行 24.21 23.83 23.83 

安田火災海と 17.98 16.84 17.02 

大 成 建 言受 10.24 9目77 9.43 

日 清 製 粉 12.35 12.92 12.77 
サッポロビーノレ 9.27 11目56 11.n7 
1=1 本 冷 蔵 7.82 7.68 9.54 
日 清 紡 績 12.25 12.47 12目40
東邦レーヨ ン 43.95 46目26 45.42 
山陽国策パノレプ 9.31 9.27 10.38 
昭 来日 電 工 16.51 16.51 17.77 
呉羽化学工業 27目24 27.33 27.7.7 
日 オミ 対| 日己目 31. 15 32.26 32.64 
東亜燃料工業 7.49 7.89 7.86 
日本セメン ト 18.53 18.03 18.11 
日 木 鋼 角田公 11.83 11.77 11目56
久 保 回 鉄工 12.47 12.46 13.56 
日 木 精 工 47.95 33.64 32.?7 
日 立製作所 1.99 1.97 1.96 
沖電気 工業 (上位lOt十)25.62 25.42 25.11 
横河電機製作所 11.95 13.33 11./7 
日 産 白 動車 15.97 16.15 16./1 
キ 守ヤ / ン 10.50 10.59 13.11 
:JL 紅 25.27 24.87 25.14 
東 京 建 物 43.38 43.44 42.46 
東 武 鉄 j益 6.76 6.24 6.34 
京浜急行電鉄 ([::{V:1O社) 9.90 11.75 11.66 
昭 和 海 運 30.22 30.44 29.98 

プ

一

命

行

行

一

一

銀

ル
一
生
銀
託

グ
一

A

一
本
和
住

和

一

洋

一
一
二
日
三
東

23.82 

21.38 

23.92 

21目63

24.25 

21.63 

、J
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年度 4 7 4 8 被所有者 -' 
大 林 品目

東 洋 建 言受

=エ チ カ

帝 ノ¥
徳 111 曹 達

積水化学ア‘業

字 部 興 J!を

日立化成工業

田 辺 製 薬

藤沢薬品工業

関西ベイン

丸 主口窓 石 油

東洋ゴム工業

大阪セメン ト

神戸製鋼所

中 山製鋼所

H 立 金 属

日 立 電 線

NTN東洋ベアリング

日 立製作所

岩崎通信機

、ン ーヤ
フ。

臼 立 造 船

新明 和工業

夕、、イハツ工業

日 前市 実 業

日 商 岩 チi二

岩 谷 産 業

高 島 屋

オリエント・リース

阪 急 電 鉄

日 木 通 運

山下新日本汽船

〔第一勧銀グループ〕

第一勧業銀行

日本ゼオン

旭電化工業

11.34 

19.50 

17.07 

10.23 

15.53 

10.98 

9.97 

80.37 

19.94 

20.54 

31.58 

15.67 

14.51 

14.25 

10.46 

(と位1昨日 3.13 

(上位10社)65.62 

72.68 

10.13 

6.59 

16.55 

12.33 

13.71 

37.34 

11.37 

18.38 

18.46 

(上位10社)10 .57 

14.79 
(上位12社)39.68 
(土{)L10社) 7.62 

2.68 
12.87 

12.39 

60.46 

29.79 

11.41 

20.35 

17 .55 

10.84 

18.29 

11.42 

10.12 

77 .69 

20.88 

21.74 

32.48 

15.92 

14.91 

14.29 

(上f立10社)11.7.1 

4.09 

(上位lOf1)65.21 

72.31 

11.60 

6.55 

16.98 

11.58 

15.39 

33.78 

11.37 

19.56 

18.54 

13.20 

16.79 
(J二位12社)43.47 
(上位12社) 7.73 

2.88 
13.61 

15.59 

59.27 

30.91 

89 (749) 

4 9 

11.57 

20.46 

19.10 

12.53 

19.46 

8.45 

10.16 

75.86 

20.65 

23.93， 

32.34 

15.92 

14.93 

13.45 

(上位10ft)11.21 

4.09 

(上位10社)65.00 

72.01 

13.10 

7.14 

18.52 

12.33 

13.98 

34.14 

11.37 

19.68 

18.57 

13.12 

16.81 
(上位12社)41.45 
〔上位10社) 7.73 

2.84 
12.62 

15.50 

58.27 

30.03 
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一一一 年度 i
被所有者 i 一一一一一i 4 7 4 8 4 9 

横 浜 コ. ム (上位10社)27.61 (上位10在)27.32 (上位10社)26.36 

日 木軽金属 9.93 10.28 10.59 

古 河 鉱 業 (上位10社)35.47 〔上位10社)35.65 (上位10社)33.30 

古河電気工業 30.96 31.51 30.13 

富士電機製造 36.39 36.86 35.96 

富 通 53.17 52.13 49.39 
)11 崎 製 鉄 (上位10社) 6.75 (上位10社) 7.05 CJ二位10社) 7.16 
)11 |崎重工業 10.71 10.73 9.04 

)11 l崎 汽 船 13.10 14.67 15.84 

)11 崎 商 事 未上場 未上場 39.62 

本 州、| 製 紙 4.15 3.91 3.80 

電気化学工業 8.10 7.80 7.66 

資 生 堂 9.48 9.49 

共- 6.12 6.17 6.17 

新潟鉄工所 13.59 13.79 12.09 

日本コロムピア 13.66 13.66 

兼 松 江 商 10.00 10.83 10.78 

臼本勧業角丸証券 11.22 11. 11 

日産火災海上 10.00 11.29 

日 本 通 運 12.43 13.15 12.95 

後楽園スタヂアム 16.12 22目61 (上位10社)22.59 

西武百貨広
)未上場 )未 k場 !未上場

電 JIf! 

朝 日 生 命

富 国 生 命

清 水 建 設 8.92 10 .17 10.17 

佐 藤 工 業 4.75 4.75 4.75 

安 藤 建 設 6.59 6.59 6.67 

間 組 6.65 13.10 13.30 

明 治 製 糖 19.71 20.85 29.26 

明 治 製 菓 16.10 21.84 20.98 

明 治 手L 業 17.67 17.27 17.00 

森 永 手L 業 6.37 6.46 6.46 
フ。 リ でマ ノ、 ム 16.65 16.65 16.65 
旭化成工業 10.87 9.44 8.40 

ゴヒ 越 製 紙 10.00 14.39 15.93 
日 本 石 f由 4.11 5.11 5.11 
昭 不日 石 油 3.74 4.02 3.74 
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被所有者 iEl 4 7 4 8 4 9 

神戸製鋼所 10.88 (上位10社)11.63 10 .00 

J コtkL、 ヰサ 化 コ二 5.99 7.69 10.95 

横河橋深製作所 11.77 11.77 11.77 

タ ク てず 8.85 10.33 9.29 

井 関 農 機 U:f立1O:t:上) 5.97 8.13 5.97 

荏原製作所 6.55 6.67 5.42 
安川電機製作所 3.82 〔上位10社) 3.68 3.50 

神 針岡 電 機 27.50 27.08 2.08 
ゼ 不 ブ ノレ (上位10社) 4.27 (上位10社) 8.40 8.09 

石川島播磨重工業 7.18 6.17 6.24 

いすず自動車 1.53 1.53 0.54 

ヤマハ発動機 43.47 44.51 44.51 

旭光学工業 5.59 8.04 10.49 
日本楽器製造 8.30 8.30 8.30 

日産農林工業 〔上位10社)16.50 (上位10社)26.50 26.50 

伊藤忠商事 11.40 11.34 11.26 

服部時計 j苫 (上位10:t1:) (上位10社〕

臼 商 王tよJ子 ヂド 13.18 13.10 9.30 

西 武 鉄 道 (上位10社) 0.78 (と位10社) 0.78 0.78 

渋 沢 倉 庫 30.55 35.55 33.74 

(注) 6-1表と同じ。
(資料) 6ー 1表と同じ。

15社中20%未満は住友銀行のみであり，それも 19.93%であって，ほぼ20%

と言ってよく，他はすべて20%以上，特に30%台から40%台の持株比率の会

社が多し、。したがって 3大企業集団についてみると，株式所有によってみ

る限り，明らかに住友グループの結束力が強く，次いで、三菱グループが強い。

三井グループはこれら2ク。ループにくらべると，集団内企業の結束は弱L、よ

うにみえる。

3大企業集団以外の，芙泰，三和，第一勧銀の各グノレープについてみると，

明らかに，これら企業集団内の所属企業の集団による持株比率は 3大企業

集団にくらべて低し、。ちなみに 6-2表は，芙恭グノレープ，三和グ、ノレープ，

第一勧銀クーループの，集団内企業による持株比率をみたもので、あるが，若干

の企業を除いて集団による株式所有比率の低いものが多い。
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次に?湾系金融機演による持株比率会みよう。 6 3 ，保険会社主ど含

む場合と除いた場合の両方について比較しているが，独禁法による持株制限

もあって，もちろん所有比率に限界があるとはし、え，築関全体のやで2主主乃

3社の金融機関が，グループ全体で所属産業の株式を所有するうちの

数の株式合所有していることがわかる。たとえば三井グループを例にとると，

株式は紫間内会業全体で22.90%所有しているが，うち金融、機努

だけで17.73%，約8劉a'所有しており，保険会社主ピ除く銀仔だけでも，10.92

%，約S割合費有している。グ、ノレーブ全体としての持株比率が高ければ，そ

の仁科におめる金融機鶏の持株比率が低くなるのは，金融機関の持株制限とい

う法的制約から当然であるが，グルーヅ全体で64.06Jぎを所有してし、る三井

石油北学の場合，金融機様だけで25ふ7%，銀行だけでも18.01%所有してい

る。同様の領自は三菱グループにもみられ，たとえば三菱商事の株式はグル

…ブ全体で39.21%所布してし、るのに対L，金融機露だけで24.49%と6謬近

くを占め，銀行だ汁でも 11.96%所有している。また，グループによる持株

い三毅油化についてみても，グループの持株比率部;75%に対し，

金融機関の持株詑率は21.91%，銀行だけで10.81%である。住友グノレ…ブに

ついても持様で，たとえば住友商事の株のうち，グノレ…プめ持株よち率は，

44.035￥であるが，金艶機関が約半数の20.55%を渋有し， 銀行だけで12.47

%を所おしている。

グループの東京建物の場合， グノレ{ヅの持株比率42.46%と 2 グノレ

プ中でも最も高いほうであるが，金融機鑓の所有比率は， 34.66 %でラ

が許容する限度ぎりぎりといってよいほどの比率である。因みに金融機関は

安問火災海上，安回生命の 4社である。また銀行の持

株比率は 17.82%であり 2 これもまた限度ぎりぎりといえる。顎白いのは F

R立製作m"でトあり，いちおうグループに名をつらねてL、るが，グループ持株
比率は1.96%でそのすべては窮士銀行の所有である。

グル…プの場合， 3大!8財課よりはダループ持株比率は低いが，ーその

中で銀行の持株比率をみると，総合商社の日商岩井は，グループ持株比率が



~ . 

企業集団と産業組織 (2) 小林 93 (753) 

6-3表 同企業集団内の金融機関による持株比率
(保険会社を含む場合，除いた場合〉 FU 

=ミご7一一→ ~年度 47 48 49 

被所有者

区 分 |保険会社|保険会社保険会社|保険会社|倭屋全書|保険会社
|を含む場lを含まなを含む場|を含まなI~~ti場|を含まな

、¥一一|合 II、場合|合 II、場合 |合 lい場合

〔三井グノレープ〕

井 銀 行 5.94 5.95 5.95 
井 託 銀 行 5.56 0.96 5.70 0.96 5.73 0.96 

大 正ー 海 火 災 13.87 10.28 14.83 11.24 14.61 11.01 
井 事よ 111 1.72 1.72 2.83 2.15 3.30 2.62 

北海道炭蹟汽船 4.37 1.66 4.28 1.66 4.23 '1.66 
井 建 設 9.18 4.78 9.18 4.78 9.18 4.78 
機 工 業 17.98 6.18 18.00 6.20 17.98 6.18 

日 オド 製 粉 27.83 14.06 27.38 14.06 26.35 12.98 
東 レ 8.74 4.15 8.97 4.61 9.05 4.83 
王 子 製 私t 8.79 3.64 9.66 4.26 9.81 4.97 

一 井 東 圧 化学 10.97 5.02 10.70 5.19 11.37 6.02 
井 石 打h 化 学 22.29 15.59 23.G2 16.32 25.07 18.01 

日 オミ 製 鋼 所 17.27 8.86 18.19 9.76 17.85 9.79 

一 井 金 属 事五 業 8.79 4.58 8.37 4.36 9.06 4.67 
東 京 寸之い 計百 電 気 5.73 3.29 6.00 3.49 5.88 3.40 

井 1、L旦と 船 12.87 5.44 14.23 6.56 13.07 5.41 
井 物 産 17.89 10.68 17.80 10.76 17.73 10.92 

越 6.44 3.73 6.82 3.97 7.12 3.52 
井 不 動 産 22.94 17.99 22.78 17.87 22.94 18.03 

大阪商船三井船舶 10.94 6.06 11.21 6.13 11.92 6.39 

一 井 倉 庫 30.40 14.10 30.57 14.31 30.62 14.37 
トヨタ自動車工業 10.68 7.09 10.77 7.10 

〔三菱グループ〕

菱 銀 rr 11.81 1.26 11.86 1.32 12.04 1.46 
菱 託 銀 行 11.48 2.13 11.52 2.17 12.01 2.58 

東 五ミ 海上 火 災 12.75 9.04 12.64 8.72 13.74 8.94 
際 麟 麦 沼 8.81 4.39 8.84 4.44 9.04 4.62 

オ召tξt レ イ ヨ ン 20.12 10.93 21.05 11.69 20.58 11.22 
菱 製 紙 25.09 11.55 23.79 10.99 24.15 10.85 
菱 化 成 19.41 7.38 7.82 19.86 8.42 

一 菱 瓦 斯 化学 14.68 9.06 15.03 9.24 15.51 9.92 



94 (754) 経済学研究第26巻第4号

ミミミミ」 年度 47 48 

¥ 区分 保を合含険会む場副I保をL、含場険合会ま社な保合を含険会む社場保Iいを含場険会合ま社な
被所有者 ¥ ¥一一

変 i'fli 化 18.53 7.43 20.45 9.35 

菱 樹 11旨 4.11 1.63 5.23 2.74 

一 菱 石 話lJ 10.85 4.72 10.95 4.82 

旭 硝 子 22.00 11.76 22.12 11.73 

三菱鉱業:セメント 14.28 7.55 19.97 8.14 

菱 製 鋼 17.16 9.40 16.94 9.39 

菱 金 属 15.90 7.66 15.90 7.66 

菱 化 工 事幾 22.79 14.46 21.55 13.19 

菱 電 機 10.59 4.41 10.54 4.43 

菱 重 工 業 15.39 8.73 15.27 8.45 

日 本 光 Aで'f.与 ー仁 業 21.85 17.30 24.38 16.77 

一 変 商 事 24.21 11.55 24.61 11.99 

菱 地 所 15.18 6.77 14.13 6.36 

日 本 郵 船 15.91 6.74 17.16 7.99 

菱 倉 康 22.99 9.88 24.59 10.32 

〔住友グノレープ〕

住 友 銀 行 4.94 5.02 

住 友 託 銀 行 6.88 2.10 6.93 2.15 

住 友 海 上ー 火 災 10.87 8.30 11. 11 8.30 

住 友 石 炭 鉱 業 13.25 8.07 13.26 8.08 

住 友 化 学 ;に 業 17 .82 8.13 17.30 7.63 

日 木 板 硝 子 20.27 13.44 20.47 13.62 

住 友 セ メ ン 14.21 7.99 14.75 7.99 

住 友 金 属 工 業 14.17 9.67 15.09 9.63 

住: 友 金 属 鉱 μl 12.97 7.24 12.20 6.81 

住 友 電 気 I 業 16.48 7.92 16.64 7.48 
住友重機械工業 23.28 12.45 22.54 11.97 

日 本 電 気 25.91 12.42 25.95 12.37 

住 友 商 事 20.31 12.22 20.23 12.15 

住 友 不 動 産 19.64 11.94 20.22 12.31 

4主 友 倉 l事 31. 18 14.89 31.82 15.55 

49 

保合険会む社I保険会ま社な
を 場を含な
合 い場合

21.91 10.81 

5.26 2:77 

11. 15 5.02 

22.23 11 :87 

19.74 7.91 

16.26 8.71 
17.08 8.84 

19.93 11.61 
11.06 4.47 
15.28 8.36 

24.10 16.50 

24.49 11.96 

14.58 6.63 

11.27 7.14 

24.55 10.28 

5.10 
7.14 2.20 
12.66 9.51 
13.26 8.08 

17 .28 7.63 
20.61 13.76 
14.95 7.97 

15.40 9.95 
12.01 6.70 

16.38 6.97 

22.94 12.04 

26.62 13'.05 
20.55 12.47 
20.79 12.89 
30.78 14.97 

¥ . 



95 (755) 小林(2) 企業集団と産業組織

三自誉会4l552l整会ii話器i除去
度年

一
区

ミミと?と---

プ〕

富 士 銀 行 5.26 5.30 5.38 
3i亡-・ 回 託 銀 行 7.42 2.39 7.42 2.39 7.41 2.39 
F五-ιζ， 回 火 災 1毎 J二 14.05 10.93 13.61 10.55 13.79 10.73 

大 成 建 到両又し 9.24 7.54 8.77 7.66 8.75 7.64 

日 i育 製 粉 11. 10 10.05 11.19 10.12 11.08 10.04 
寸ナ ッ ポロ ビーノレ 5.25 4.26 7.10 4.59 6.78 4.80 
日 本 冷 蔵 4.88 4.88 4.74 4.74 6.80 5.91 
臼 j青 紡 績 10.09 6.83 10.30 7.04 10.20 6.94 
東 邦 レ ヨ ン 8.47 5.73 10.78 8.04 9.96 7.22 
山陽国策パノレプ 7.36 4.95 7.32 4.91 8.76 6.22 
昭 31'1口 電 x 15.83 8.35 15.77 8.29 16.09 8.25 
jノE、 羽 化学 工業 19.12 12.88 19.21 12.97 19.15 12.91 
日 本 1111 日旨 15.38 9.68 15.39 9.69 15.54 9.93 
東 亜 燃料 工 業 7.49 5.03 7.89 5.07 7.86 5.04 
日 本 -e: メ ン 15.87 11.55 15.37 11.05 15.93 11.64 
日 ヰ= 露関 会国有 10.72 5.93 10.66 5.87 10.55 5.88 
久 保 田 鉄 ヱ 9.80 7.75 9.82 7.79 10.68 8.66 
日 本 精 工 38.36 20.40 25.20 13.69 24.10 13.03 
日 立 製 作 所 1.99 1.99 1.97 1.97 1.96 1.96 
沖 電 気 工 業 25.62 11.54 25.42 11.57 25.11 11.58 
横河電機製作所 11.95 11. 13 13.33 12.51 11.27 11.27 
日 産 自 動 車 10.73 7.85 10.95 8.11 10.92 8.10 
キ l' ノ ン 10.50 6.81 10.59 6.90 13.12 9.23 

九 紅 18.67 10 .86 18.33 10.55 18.39 10.64 
東 ~ 建 物 35.37 18.14 35.43 18.14 34.66 17.82 
東 武 鉄 道 4.92 4.92 4.82 4.82 4.93 4.93 
京 浜 急、 行 電 鉄 7.94 5.87 9.85 7.78 9.83 7.76 

昭 和 海 運 17.98 8.02 17.93 7.97 17.47 8.03 

グノレー

被所有者

出
4ロー〔芙

10.00 

4.49 

プ〕

東

大

行

行

組

グノレー

和銀

洋信託銀

林

来日
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一企業集団と産業組織 (2) 小林 97 (75:7-) 

マ~一ー¥¥一一
年度 47 48 49 

被所有者 、町(問罪判明諸問問322
〔第一勧銀グノレープ〕

0f~ 一 勧 業 銀 fノ-丁 3.52 5.51 5.58 

日 木 -tt オー ン 18.20 9.10 17 .36 8.68 17.14 8.57 

1也 電 化 業 17.66 8.33 17.66 8.33 17.66 8.33 

横 i浜 土Zー ム 11.00 4.50 11.03 4.59 10.64 4.42 

[=/ イ王 車主 〈告4警 属 5.09 2.80 5.48 2.70 5.12 2.58 

古 河 事五 32 20.00 10.00 20.00 10.00 20.00 10.00 

古 j可 電 気 二[ 主主 12.53 3.84 12.86 4.43 12.48 4.30 

富 ゴ三 EREZ 多 機 製 造 14.46 4.81 14.38 4.78 14.31 4.76 

富 二ヒ 通 18.73 9.61 18.73 9.61 18.97 9.73 

j[1 崎 製 2央 6.75 4.21 7.05 4.43 7.16 4.43 

j/I 附 重 業 7"38 4.92 7.43 4.92 7.43 4.92 

j[1 II~占 手l 船 5.88 5.88 5.88 5.88 6.12 6.12 

}/[ 的 商 IJr ヰ~/ニ場 未上場 米iニ場

ネ; ナ/'1 製 車aC 4.15 4.15 3.91 3.91 3.80 3.80 

E屯". 気 化学 に 業 8.10 4.13 7.80 4.15 7.66 4.13 

資 主主 堂 9.48 6.01 9.49 6.02 

共 6.12 3.40 6.17 3.41 6.17 3.41 

新 潟 鉄 工 所 9.56 6.54 9.39 6.36 9.74 6.44 

日本コ ロ ム ビア 12.83 10.00 12.83 10.00 

兼 松 江 商 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 

日本勧業角丸証券 11.22 9.19 11. 11 9.08 

1=/ 産 火 jk 治王 上 10.00 10.00 11.29 10.00 

[] 本 j透 迎 12.43 4.50 12.52 4.70 12.33 4.63 

後楽園スタヂアム 9.83 9.83 15.83 9.83 15.82 9.82 

西 主主 百 イJJFド丸- 広
!未上場 )未上場

電 通
1未J-場

清 水 建 設 8.92 8.92 10.17 8.91 10.17 8.91 

佐 藤 工: 業 4.75 4.17 4.75 4.17 4.75 4.17 

ri;;， ‘ 藤 建 品元目又 6.59 6.59 6.59 6.59 6.67 6.67 

問 組 5.78 5.78 7.90 6.64 8.10 6.65 

明 f台 製 糖 10.00 10.00 10.45 10.00 12.27 10.00 

明 rf:~ 製 菜 15.35 9.89 20.07 9.89 20.02 9.86 

明 治 手L 業 14.30 9.97 13.96 9.73 13.47 9.39 



98 (758) 経済学研究第26巻第4号

=ご¥¥ ~ ¥ 年 度 47 48 49 

一一
合保を含険会む社場I保をし、場含険会合ま社なメ保を口込含険会む社場I保を含険会ま社な保含険会む社I保険会社

被所有者
区分

を 場を場含まな

----ー一

い場合 合 い合

森 永 手L 業 6.37 6.37 6.46 6.46 6.46 6.46 

フ リ ペず ノ、 ム 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 

旭 イヒ 成 工 業 8.01 4.50 7.52 4.24 7.43 4.19 

::It 越 製 紙 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 

日 木 石 油 4.11 2.33 5.11 3.33 5.11 3.33 

昭 手口 石 社lJ 2.97 2.97 3.25 2.97 2.97 2.97 

神 戸 製 鋼 所 7.05 4.42 7.05 4.42 7.05 4.42 

てJじと、 ネオ イヒ ごに 1.39 1.39 1:39 1.39 1.39 1.39 

横河橋梁製作所 11.77 5.53 11.77 5.53 11.77 5.53 

タ ク "7 8.85 8.85 9.29 9.29 9.29 9.29 

井 関 農 機 4.44 4.44 5.83 4.44 4.44 4.44 

荏 原 製 作 所 6.55 5.30 6.67 5.42 5.42 5.42 

安川電機製作所 3.82 3.82 3.68 3.68 3.50 3.50 

ネ中 室岡 電 機 2.50 2.08 2.08 2.08 2.08 2.08 

ゼ 不 フ ノレ 4.27 4.27 5.12 5.12 4.94 4.94 

石川島搭磨重工業 6.35 3.49 6.17 3.39 6.24 3.47 

L 、 す ず 自 動 司3 0.54 0.54 0.54 

ヤ てず ノ、 ンvじe 動 機 4.36 4.36 5.40 5.40 5.40 5.40 
、e

旭 光 Aす主t与 工 業 5.59 5.59 8.04 5.59 10.49 5.82 

日 木 楽 器 製 造 8.30 8.30 8.30 8.30 8.30 8.30 

日 産 農 林工 業 9.84 9.84 19.84 9.84 19.84 9.84 

伊 藤 ，忠 商 事 11.40 8.68 11.34 8.68 11.26 8.68 

日目 部 w'i' 后

日 高 岩 井 9.45 7.31 9.30 7.19 9.30 7.19 

西 武 鉄 道 0.78 0.78 0.78 0.78 0.78 0.78 

渋 沢 倉 庫 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00 

〔資料J 6-1表と同じ
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6-4表同系金融機関の融資比率

(%) 

一一一一一 竺竺~I 4 6 4 7 4 8 4 9 

〔三井グループ〕

チド 銀 fノT
三井信託銀行

大正海上火災

:}j二 鉱 01 12.27 14.28 29.92 36.49 

北海道炭破汽船 6.16 16.50 12.58 13.18 

井 建 設 33.84 30.18 29.30 30.12 

機 工 業 30.06 29.94 28.60 29.73 

日 オ三 製 粉 31.99 29.17 25.64 27.86 

東 レ 17.86 16.42 15.90 19.54 

::E 子 製 紙 18.76 18.51 18.10 

三井東 JE化学 19.86 20.81 21.66 21.51 

三井石油化学 32.01 31.96 31.83 33.08 

日 木製鋼所 27.58 28.30 27.90 25.22 

三井金属鉱業 23目15 23.67 22.52 24.24 

東京芝浦電気 15.13 14.17 15.55 18.71 

井ー 3、L旦K 船 16.47 16.12 17.33 18.02 

井 物 産 17.31 17.77 17.77 17.67 

越 51. 14 45.62 44.03 

三井不動産 28.34 25.24 23.27 21.93 

大阪商船三井船舶 4.51 6.77 4.53 5.54 

井 倉 庫 61.93 64.77 49.14 40.19 

トヨタ自動車工業 O 

平 均 18.12 18.53 18.63 

〔三菱グノレープ〕

変 室長 行 一
三菱信託銀行

東京海と火災

邸i 麟 麦 酒 36.45 58.17 42.11 50.57 

三菱レイヨ ン 14.12 17.50 19.12 19.26 

菱 製 紙 28.32 28.19 27.92 29.76 

菱 化 成 19.42 18.36 18.47 19.96 

三菱瓦斯化学 33.42 32.39 31.94 30.63 

菱 打t[ イヒ 27.45 27.40 27.27 26.66 
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年度

一i

菱 絵j 日旨

菱 石 前11

j低 イ消 子

三菱鉱業セメント

三五'.'ど一 製 鋼

菱 辺三1、L 属
三菱 {七一仁機

変 電 機

三菱重工業

日木光学工業

菱 商 事

菱 対白 所

1=1 オ三 郵 船

菱 倉 Iff! 

平 均

〔住友グノレープ〕

住 ;友 銀 行

住友信託銀行

住友海|二火災

住友石炭鉱業

住友化学工業

白木板硝子

住友セメント|

住友金属工業

住友金属鉱山

住友電気工業

住友重機械工業

日 木 ERF Z 気

住 友 商 事

住友不動産

住 友 倉 庫

平 均

〔芙蓉グループ〕

富土銀行

安田信託銀行

安田火災海上

経済学研究第26巻第4号

4 6 4 7 4 8 4 9 

30.90 33.55 32.27 32.43 

28.53 30.69 29.91 28.06 

30.93 29.26 27.70 25.74 

※ 37.42 36.55 41. 11 42.19 

23.93 19.84 17.25 19.51 

42.86 37.37 40.39 34.80 

36.06 35.92 39.17 36.68 

26.71 25.07 25.92 25.87 

18.32 18.06 18.37 18.89 

31.28 31.84 31.72 28.59 

23.83 22.35 22.85 23.34 

27.83 35.43 38.17 31.70 

9.17 10.63 10.28 11.00 

53.64 49.49 41.50 41.50 

23.28 23.32 24.13 

25.18 27.68 24.52 23.72 ? 

16.91 16.06 14.51 16.51 

38.92 39.39 37.98 36.72 

34.70 36.41 35.55 34.12 

24.70 25.29 25.67 26.08 

26.27 25.73 26.14 26.31 

33.90 33.92 32.72 26.12 

18.87 14.74 17.71 21.49 

29.57 29.41 29.94 29.56 

26.82 27.08 26.80 27.33 

40.70 35.23 32.64 31.71 

53.22 53.92 56.70 55.18 

26.54 26.43 26.27 
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大 !友

日 清

子度[
建 号民y又L 

製 粉

サッポロビール

日 オ〈 冷 蔵

日 清 ti)i 績
東邦レーヨ ン

ILi陽同策パルプ

目白 手口 電 工

呉羽化学工業

日 本 f山 目旨

東亜燃料工業

日本セメン

日 本 S同 管
久保 回 鉄工

1=1 オ正 精 工

日 立製 作J"~庁

沖電気工業

横河電機製作所

日 産 自 動 車

キ ヤ ノ ン

丸 紅

東 京 E圭 4均

東 孟t 鉄 道

京浜急行電鉄

昭 手口 海 運

平 均

〔三和グループ〕

手口 銀 行

東洋信託銀行

大 林 組

東 洋 建 言受

ニエ チ カ

帝 人

徳: [11 主t箇司 達

積水化学工業
rう4与~ 部 輿 産

目立化成工業
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4 6 4 7 4 8 4 9 

37.31 34.20 35.45 35.42 

21.20 20.61 17.84 18.34 

22.85 23.83 28.72 27.82 

38.24 35.78 40.49 36.64 

28.07 34.14 30A6 28.15 

35.34 32.02 30.14 33.14 

19.34 18.85 18.43 18.86 

19.58 20.33 19.98 19.02 

21.84 22.83 22.58 22.43 

36.13 36.36 33.93 29.52 

34.11 31.39 32.67 33.98 

42.08 42.14 41.96 40.53 

19.64 19.46 19.87 19.38 

15.36 13.50 13.68 15.08 

26.8'J 30.16 27.77 27.19 

12.05 11.36 11.86 13.76 

30.33 29.52 29.63 27.20 

D O 28.87 25.73 

19.43 19.72 20.27 19目06

26.02 26.36 31.44 28.13 

22.58 20.61 19目89 20.09 

56.05 48.39 47.15 43.63 

19.80 19.59 19.26 18.86 

18.50 18.09 18.07 18.40 

10.03 11.14 11.02 10.79 

21.45 20.97 21.27 

33.17 28.55 24.52 24.81 

36.66 32.83 32.76 31.69 

25.20 24.71 24.27 22.56 

22.73 22.76 24.05 23.44 

23.75 22.85 25.97 26.19 

13.74 13.76 16.42 17.84 

19.25 17.94 18.63 19.14 

26.38 3J.00 29.49 28.32 
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ー一ーー一一一 」

同 辺

年度!

製 薬

藤沢薬品工業

関西ベイン

丸 J一同丘、 石 れb
東洋ゴム工業:

大阪セメン

神戸製鋼所

中 山製鋼所

日 Jr. 金 属
日 立 電 線

NTN東洋ベアリング

日 立製作所

岩崎通信機

シ ヤ
フ。

日 立 1モ旦七 船

新明 和工業

ダイハツ工業

日 京市 実 業

日 商 見 井

正Bム王Z 谷 産 業

l高 z島 屋

オリエン卜・リース

阪 急 電 鉄

日 本 通 運

山下新日本汽船

平 均

〔第一勧銀グループ〕

第一勧業銀行

日 本 ゼ オ ン

旭電化工業

横 浜 コ ム

日 木軽金属

古 t可 事五 業

古河電気工業

富士電機製造

官k剖 士 通

}[[ 崎 製 鉄

経済学研究第26巻第4号

4 6 4 7 4 8 4 9 

16.22 16.52 17.15 16.76 

28.64 27.81 26.03 28.29 

29.01 40.42 44.59 31.79 

16.31 20.24 19.59 19.63 

22.68 25.00 25.79 25.49 

44.58 45.95 46.13 43.13 

9.51 9.71 9.86 9.61 

49.09 50.12 48.73 47.07 

35.16 31.08 35.52 36.11 

35.43 34.37 40.10 40.83 

32.07 27.27 25.80 27.39 

11.90 11.32 11.76 13.62 

30.88 33.89 35.11 35.87 

22.76 21.89 20.02 19.40 

14.93 14.95 14.49 15.16 。 O 。 30.17 

24.91 24.34 23.35 31.03 

29.83 26.13 26.29 27.78 

23.71 24.02 24.19 23.96 

31.34 32.15 30.36 29.52 

26.02 27.28 26.77 27.61 

22.10 23.39 15.63 15.01 

22.11 21.86 21.14 20.80 

16.91 16.19 16.07 16.15 

9.24 9.30 9.55 10.69 

19.90 20.06 20.15 

9.42 11.05 13.04 15.64 

10.84 11.62 13.40 9.52 

13.97 13.98 17.03 19.79 

13.38 13.26 13.60 15.75 

23.26 22.06 21.79 23.51 

17.06 18.26 19.25 20.59 

12.87 13.41 13.52 13.27 
12.00 10.92 14.97 13.92 

8.39 8.25 8.94 8.56 
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一一 年度 4 6 4 7 4 8 49 

}I[ l崎重工業 12.76 13.47 13.77 13.63 

}II |崎 r<: 船 2.83 1.27 3.51 3.18 

}II 崎 商 事ー 未と場J 未ーと場 未上場 未 l二場

木 十H 製 紙 8.45 8.63 8.18 7.14 

電気化学工業 13.70 11.46 11.50 12.09 

資 生 '主 O O C O 

共 16.29 16.74 18.75 18.51 

新潟鉄工所 15.24 15.74 16.64 16.39 

日本コロムピア 32.75 39.56 44.38 38.74 

兼 松 江 商 6.59 9.31 9.18 7.92 

日本勧業角丸証券 11.96 11.80 

日産火災海上

日 木 ii 運 15.16 16.60 15.94 15.54 

後楽園スタヂアム 33.54 29.96 13.27 12.40 

西武百貸 J苫
)未上場 未上場 )未上場 )未上場

電 通

清 水 建 設 30.50 28.29 26.33 24.54 

佐 藤 T 業 21.90 19.99 18.70 20.37 

安 藤 建 ヲ日即又 39.49 48.37 44.88 49.44 

間 組 24.50 23.25 17.27 16.10 

明 治 製 糖 52.74 41.58 47.86 53.35 

明 治 製 菓 23.70 25.76 25.81 25.42 

明 治 手L 業 20.88 19.83 23.56 22.05 

森 永 手L 業 18.94 14.76 16.00 15.00 
フ。 リ てす ノ、 ム 14.72 12.98 15.18 14.64 

旭化成工業 8.13 8.96 9.12 10.28 

ゴヒ 越 製 紙 12.78 12.42 11.65 12.44 

日 本 石 rrti 21.81 21.29 25.35 24.86 

昭 京日 石 泊 17.66 17.00 20.46 26.14 

神戸製鋼所 4.02 4.21 4.65 4.98 
まJじす、 ネナ 化 工 15.16 14.04 8.92 6.28 

横河橋梁製作所 36.20 38.37 40.55 38.87 
タ ク 円ミず 20.74 19.03 18.98 17.02 

井 関 b哩l!: 機 24.54 25.01 28.32 23.62 
荏原製作所 15.72 10.94 19.96 19.03 
安川電機製作所 17.07 19.60 17.13 18.66 
神 室岡 電 機 10.02 10.13 9.16 9.35 
ゼ ネ フ ノレ 27.69 29.72 28.50 27.33 
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一一¥-1度( 4 6 4 7 

石川島播磨重工業 8.02 7.94 
いすず、自動車 17.15 16.39 

ヤマハ発動機 16.26 25.07 

旭光学工業 33.52 23.29 

日本楽探製造 12.03 25.65 

日JIIf農林工業 22.75 11.39 

伊藤忠商事 10.72 10.88 

服部!日j 吉|庖 56.85 61.13 

日 商 岩 井 14.23 14.48 

西 武 鉄 道 4.12 4.09 

渋 沢 倉 庫 21.60 25.10 

平 均 11.77 12.00 

融資比率= 信託銀行・銀行からの借入金 x 100 
総借入金

〔資料J:東洋経済「企業系列総覧o~ 47， 48， 49， 50:年版。
注:原則として各年下期の数値である。

4 8 4 9 

8.55 9.00 

15.71 15.41 

30.05 31.11 

30.30 32.03 

26.91 27.07 

14.88 13.08 

9.48 9.04 

61.27 62.62 

13.36 12.54 

4.36 4.53 

23.82 21.66 

12.26 

三井グループの王子製紙，三越， トヨタ自動車は47年から社長会メンバーとなっ
手，
I~。

三菱グループの※印は47年の三菱鉱業セメントの数値は三菱鉱業のみである。

18.57 %であるのに対し，金融機関は9.74%，銀行だけで7.70%であって，

金融機関の持株比率は相対的に高L、。主力企業の一つ帝人は， グノレー|プで

12.53 %~ど所有しているが，それはすべて金融機関である。高位の一つ岩谷

産業ではクソレープで 13.12%所有しているが，これもすべて金融機関であり，

9.53%は銀行である。おなじことは高島屋についてもいえるし，田辺製薬も

同様である。ユニチカは19.10%のグループ所有比率に対し，金融機関は13.81

Zと高い。中心企業である日立製作所についてみると，グループ持株比率は

7.14%で，それはすべて金融機関による所有である O ところが，目立化成や

日立金属， 日立電線はクソレープ持株比率がきわめて高いのに対L，金融機関

の持株比率が低し、。これは，大株主が日立製作所，日立造船であって，つま

り日立製作所を頂点とする日立クーループが，一つのクゃループとして三和グル

ープの中に含まれていることを示すものに他ならない。しかし，いずれにし

ろ，クVレープ持株比率とその中での金融機関の持株比率を比較してみると，
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三和グループは株式の持合いのようなグループ内での株式所有による結束は

3大旧財閥より弱し、かわりに，金融機関による株式所有比率は高く，金融機

関中心型であるということができる。

第一勧銀についてみると，いずれかといえば三和クゃループのタイプにより

近く，ク、、ループ持株比率の大部分が金融機関によるものである場合がいっそ

う多L、。ここでも共通にいえるのは，古河系のように，グループ持株比率が

高いのは，古河グループ内での割合いが多いため，金融機関の割合は小さく

なっている。この点は日立グループの場合に似ている。また，勧銀系の伊藤

忠は，グノレープ所有は全て金融機関によるものである。

(2) 融資関係

6-4表は，企業集団における集団内の金融機関による融資比率を示して

いる。まず三井グループについてみると，平均18%強である。この融資比率

はグループ内の信託銀行および銀行からの借入金を総借入金で割ったもので

ある。三菱グ、/レープの場合，平均23%から24%，業種別にみると，融資比率

にはかなりの差がある。融資比率の多い企業では，三越の47年における51.14

%，三井倉庫の同じく 47年の64.77%，三菱クソレープでは，三菱倉庫の50%台，

麟麟麦酒の 58.17%などが多し、。住友グループでは同じく倉庫業の住友倉庫

56.70%が多く，芙葱グループでは東京建物の46年の56.05%が高い。

ところで，融資比率の高さは業種別に特徴があるが，銀行と企業との関係

とし、う観点からするなら，銀行の持株比率と，銀行の融資比率との聞に関係

があるかどうかということも問題になる。

三井の場合，融資比率の順位では， 47年から48年までは，三井倉庫が， 49 

年は三越が高く，三井倉庫，三井鉱山，三井石油化学，三井建設と続いてい

る。銀行の持株比率の高い順位をみると，三井不動産，三井石油化学，三井

倉庫等で，倉庫，不動産はともに持株比率も融資比率も高し、。三菱クソレープ

についてみると，三菱倉庫は，融資比率，持株比率ともに高く，住友グルー

プでは，倉庫，不動産，セメントが，いずれも両方の比率において高い。大
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同系金融機関による融資比率と持株比率の順位

ぷ[融資順位 l持腕|融資順位 | 持腕 1融資1原位 l糊順位
三井倉庫三井不動産三井倉庫三井不動産 越三井不動産

2 越三井石油化学 越三井石油化学三井倉庫三井石油化学

3 三井石油化学三井倉庫三井石油化学三井倉庫三井鉱山三井倉庫

4 三井建設日本製粉三井鉱山 日本製粉三井石油化学 日木製粉

5 三機工業三井物産三井建設大正海上火災三井建設大正海上火災

6 日本製粉大正海上火災三機工業三井物産三機工業三井物産

7 日本製鋼所 日本製鋼所 日本製鋼所 日本製鋼所日本製粉日本製鋼所

iiiEl融資順位|糊順位|麟順位|持附|醐順位|欄|馳
麟麟麦酒日本光学庫県麟麦酒 日本光学願三菱麟鉱業麦セ酒メ

日本光学

2 三菱倉庫三菱化工機
三三菱菱鉱業倉セ庫メ

三菱化工機ント 三菱商事

3 
三三菱菱鉱業金セ属メ
旭硝子 γ ト 三菱商事三菱倉庫旭硝子

4 ント 1l三三菱菱製商紙事
三菱金属旭硝子三菱化工機三菱化工機

5 三菱化工機 三菱化工機三菱レイヨン三菱金属三菱レイヨン

6 三菱地所三菱レイヨン三菱地所三菱製紙三菱樹脂三菱製紙

7 三菱樹脂三菱倉庫三菱樹脂三菱倉庫三菱地所三菱倉庫

注:6-3表および6-4表より作成

ざっぱな傾向で把握する限り，銀行による融資比率と持株比率の高さには，

相関関係がみられる。

芙蓉グノレープでは，融資比率の高いのは，①東京建物，②日本セメント，

③日本冷蔵，④大成建設，⑤東亜燃料，⑥東邦レーヨンであるが，持株比率

では①東京建物， (2)日本精工，③呉羽化学工業，④日本セメント，⑤沖電気，

⑤横河電機製作所，⑦安田火災海上といったところで，東京建物，日本セメ

ントは持株比率，融資比率ともに高い。

三和グノレープの場合，融資比率の高いのは，①中山製鋼所，②大阪ゼメン

ト，③目立電線，④日立金属，⑤岩崎通信機，⑥関東ペイント，⑦東洋建設
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で，ここも同じように，セメント，建設などが融資比率の高い業種となって

いるが，銀行の持株比率でみると，①岩崎通信機，②藤沢薬品，③丸善石油，

④関西ペイント，⑤田辺製薬，⑥東洋建設，⑦オリエントリースとなってお

り，融資比率の高い岩崎通信機，関西ペイント，東洋建設は，銀行の融資比

率も高い。

第一勧銀グループについてみると，融資比率の高いのは，服部時計百，明

治製糖，安藤建設，横河橋梁製作所，日本コロムピアなどであるが，持株比

率では，古河鉱業，日本コロムピア，兼松江商，日産火災海上，明治製糖，

北越製紙，渋沢倉庫であり，明治製糖，日本コロムピアは融資比率，持株比

率ともに高い。

以上のことから，同系銀行の融資比率は業種によって異なるが，融資比率

の高い企業は同時に銀行の持株比率も高い傾向があり，これらは銀行支配型

の企業ということができる。

(2) 役員兼任関係

集団内企業や関連会社，子会社等に役員を派遣している企業は多いが，特

に6大企業集団についてみると，集団内企業への役員派遣が多いのは当然金

融機関と総合商社である。しかし，集団内企業に限らず，関係会社，子会社

に対する役員派遣数が多いのは大メーカーである。すなわち， A型企業集団

において，役員派遣の中心は，金融機関や総合商社であり， B型企業集団は，

ピラミッドの頂点にある大メーカーが，関係会社や子会社に役員を派遣して

いるということが推察される。まず，系列融資や，役員派遣を通じて，集団

内の企業に支配的影響を及ぼしていると思われる金融機関について役員派遣

状況を検討してみよう。

6-5表は，経済調査協会「系列の研究」において示されている役員派遣

についてのデータから，年次別に各系列金融機関ごとに整理したものである。

これによると，役員派遣先企業数は，各系列とも銀行が圧倒的に多い。しか

も，役員派遣先企業数が年々増大する傾向が示される。たとえば三井系につ
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6-5表各系列金融機関の役員派遣先企業数

|昭和 45年|昭和 48年[昭和田年

38 
(29 

井
系 .井信託銀11

8 

井生命

9 10 

4 
( 6) 
4 4 
( 4) 

大正海上火災 i
69 

2q57旦8E1 -

一 菱
ニ菱信託銀行 15 

86 

系 lー
明治生命

3 

21 

2 3 
( 1) 

東尽海上火災|
7 
( 5) 

6 

住友銀行
57 65 
(52) 

I~空信託銀行
住 友 系

7 

住友生命

10 14 
( 9) 

(1j〕|
11 

住友海上火災
3 

富士銀行
56 61 67 

(45) 

安田信託銀行
芙 蓉 系

安田生命

(-) 
2 

2 

安田火災海上

3 
3 4 

4 
( 2) 
4 
( 3) 

第
第 勧銀系

勧業銀行(第銀行〉

朝日生命
18 

(44) 
82 

21 

和銀行 33 38 45 
(26) 

和 系 東洋信託銀行 (-) 
2 

|大同生命|
3 

注:昭和48年のく 〉内の数は同系企業数で内数
資料出所:年報『系列の研究j1970年， 1973年， 1975年版，経済調査協会
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持株比率10%以上の園内会社(C/A)に対する役員派遣 (48年度下期現在)

三井物産 578 470 81.3 1.108 1.9 0.1 0.4 0.8 1.8 3.5 3.9 
1) IC 43) C 146) C 502) C 305) C 155) 

丸 紅 344 289 84.0 774 2.3 0.1 0.4 0.9 1.8 3.6 4.8 
2) IC 38) IC 57) ( 306) 282) C 129) 

伊 藤 忠 303 191 63.0 625 2.1 0.2 0.4 1.3 4.6 5.1 
( 16) IC 34) C 149) C 257) C 185) 

三菱商事 423 355 83.9 754 1.8 O 0.4 0:8 1.8 2.7 3.9 
43) IC 93) C 375) ( 196) IC 90) 

日商岩井 223 186 83.4 530 2.4 0.4 0.8 2.0 4.0 4.6 
25) IC 52) C 158) C 164) C 156) 

住友商事 237 177 74.7 482 2.0 0.2 0.4 0.7 1.6 4.1 4.6 
2) IC 26) IC 54) C 166) ( 118) C 144) 

6大商社小計 2.108 1，668 79.1 4，273 2.0 0.1 0.4 0.7 1.7 3.6 4.5 

安宅産業 248 205 82.7 537 2.2 0.3 0.8 1.6 3.6 4.2 
13) IC 40) C 191) C 213) IC 93) 

ト ーメ ン 147 111 75.5 273 1.9 0.4 0.8 1.5 3.6 3.5 
15) I( 30) IC 93) C 104) IC 46) 

日綿実業 126 79 77.0 213 1.7 0.5 0.7 1.8 2.7 3.3 
22) IC 28) C 104) IC 41) I( 40) 

兼松江商 193 148 76.7 471 2.4 0.2 0.5 1.7 3.9 5.1 
12) IC 27) IC 96) C 231) C 117) 

4商社小計 714 561 78.6 1，494 2.1 0.3 0.7 1.7 3.6 4.2 

6-6表

10大商社
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(48年度下期現在〉

74L 10%以上 役員派遣 派遣役員 一円 持株比率別平均役員派遣数(人〉
数園内:会)社 B/A 

員遺持株比率 5%以上 50~ 会社数(司 総数 C 役数c/派A 1'5%未満 11防未満 1 1O~20%120~5叫 ioo%1 10防

(25) (81) (38) 
富土銀行 41 22 53.7 38 0.9 0.3 0.4 0.9 

(3) (22) (49) 
住友銀行 33 15 45.5 49 1.5 0.05 0.2 1.5 

(39) (142) (169) 
第一勧業銀行 77 54 70.1 169 2.2 0.7 0.8 2.2 

(23) (75) (53) 
三菱銀行 41 20 48.8 53 1.3 0.3 0.6 1.3 

(13) (126) (67) (7) 
三和銀行 53 33 62.3 74 1.4 0.3 0.9 1.3 7 

(1) (57) (50) 
大和銀行 63 32 50.8 50 0.8 0.04 0.5 0.8 。

(7) (60) (111) (3) 
東海銀行 54 50 92.6 114 2.1 0.2 0.6 2.1 3 

(2) (5) (17) (1) 
三井銀行 25 14 56.0 18 0.7 0.1 0.1 0.7 

東京銀行 10 O O O 。 O 。
(67) (69) 

太陽神戸銀行 52 29 55.8 69 1.3 0.6 1.3 

(113) (635) (623) (4) (7〕7 メ口L 計 449 269 59.9 634 1.4 0.3 0.5 1.4 1.3 

持株比率10%以上の園内会社に対する役員派遣6-7表

(都銀10行〉

公正取引委員会資料〔資料〕
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いてみると，昭和45年に三三弁銀行の役員派遣先企業数は31社であったのが，

48年にはお社;芳 50'与には38社と増大しているO この傾向は多かれ少なかれ他

の系列についてもいえるのであり，この趨勢からJ号、ても，銀行が役員派遣を

通じて他企業に対する支配;与を強化しつつあることが推察される。

しかし，役員派遣企業数だけで支制力を樵祭ずるのに充分ではないし，ま

た，役員を派渡しているのは銀行だけで、はない。総合海社も大メ…カーも議

連会社や子会社に役員を派遣している。次に，公正取引委員会が行なった総

合街抵の研究の中から多役員派迭の状況についての

若千検討してみよう。

もとにして，

金策集団のうち， I臼財閥系のや核を形成するのは，銀行と海社で、みる。そ

れとならんで中核的思大企業がありき総合潟社は， l諮議会社に対し

も行なっている O も問機で派遣するとともに， 1公式会Tfr宥し，

ある。まず¥総合商社について，

と次の如く

派i設の状況をみる

役員派遣会社数多

派遣役員総数等方示している。全体についてみると，関係会社数 2，822のう

ち，2，229社， 79.0:;詰に対して役員を派渡しており，平均派遣役員数は 1社

に対してz人である。これは6大阪社についても，それ以外の 4
ても問様である O しかし持株比率別の平均役員派波数をみると，持株比率6

Z未満の関連会社に対しては平均0.1人で 59ぎ以上10%米i憶の会社におIし

ては，平均0.4人である。したがって，話:j発会企業に属する良j連会話;に対す

る役員派遣は殆んどないか，きわめて少ないといえる。はんたいに，持株比

率20%以上50%米識の関係会社に対しては，平均1.7人予 50%以上の子会社

に対しては3.6人， 100%所有の子会社に対しでは4.4人派透している。

次に 6 7表は銀行の場合についてみたものであるが，銀行の場合，

1.4人を派遣しているが， 113財閥系の銀行は，必ず、しも派遣役員数は多くは

ない。関連会社も派遣役員数も多いのは第一勧銀と東海銀行であり，これは

関連会社も，役員派遣数も 1社当りの派遣役桑数も多L、。

派遣役員の多いのは多大メーカーである。説日 ， 13 日



企業集団と産業組織 (2) 小林 113 (773) 

松下等は，それぞれピラミッド型のB型企業集団を形成しており，新日鉄，

松下を除けば，これらはいちおう A型企業集団にも属している。 6-8表は

この状況を示している。役員派遣関連会社数は1，757社中， 1，478社，派遣役

員数も4，748人で 1社当り派遣役員数は2.7人である。特徴的なことは，持

株比率20%未満の会社への派遣役員数は限られており，持株比率20%以上の

会社となると，平均2.1人，持株比率50%以上の子会社に対しては平均3.5人，

100%支配の子会社に対しては平均4.4人で，商社にくらべても，役員派遣で

支配していることが多い。総合商社とメーカーを比較すると，商社の場合は，

持~~比率20%から50%未満の関連会社が最も多く，次いで 10% ~20%未満

(約800社)， 5%以上10%未満の会社もかなり多く，約 630社にものぼる。

これに対して，メーカーの場合法， 50%から 100%未満の持株比率の関連会

社が最も多く，次いで20%から50%の会社となっており，メーカーのほうが

子会社支配型で、あり，商社のほうは完全支配の子会社もあるが，むしろ支配

力を及ぼしうる関連会社を多数もっている，というこ二とができるO 以上から，

企業集団をA~ ， B型に分けた場合，大メーカー中心の企業集団はB型，商.

社はA型と B型の混合的な企業集団を形成し，銀行と商社を中心としてB型

のグループを含みながらA型企業集団が形成されている，ということがほぼ

確認できる。




